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(57)【要約】
記録再生装置（１）は、ディスク状の記録媒体（１０）
に光（Ｌ）を照射する光源（１０１０）と、記録媒体の
媒体表面に近接して配置され、近接場光を生じさせる固
体浸レンズ（２１）と、照射された光の一部を固体浸レ
ンズを介して媒体表面に集光する光学系（２３等）と、
光の他の一部に起因する固体浸レンズの底部からの第１
反射光に応じた第１エラー信号を出力する第１信号生成
手段（１１０）と、集光された光に起因する媒体表面か
らの第２反射光に応じた第２エラー信号を出力する第２
信号生成手段（１２０）と、近接場光が生じる近接場領
域内に固体浸レンズが媒体表面に近接した場合、第１エ
ラー信号を選択し、近接場領域外に固体浸レンズが媒体
表面に近接した場合、第２エラー信号を選択する選択手
段（１５１）と、媒体表面及び固体浸レンズ間のギャッ
プを制御するギャップ制御ループを流れる制御信号とし
て、選択された第１エラー信号又は選択された第２エラ
ー信号を用いて、ギャップを制御する制御手段（３００
、２２等）と、第１エラー信号が選択された第１期間、
第２エラー信号が選択された第２期間、並びに、第１期
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ディスク状の記録媒体に光を照射する光源と、
　前記記録媒体の媒体表面に近接して配置され、近接場光を生じさせる固体浸レンズと、
　前記照射された光の一部を前記固体浸レンズを介して前記媒体表面に集光する光学系と
、
　前記光の他の一部に起因する前記固体浸レンズの底部からの第１反射光に応じた第１エ
ラー信号を出力する第１信号生成手段と、
　前記集光された光に起因する前記媒体表面からの第２反射光に応じた第２エラー信号を
出力する第２信号生成手段と、
　前記近接場光が生じる近接場領域内に前記固体浸レンズが前記媒体表面に近接した場合
、前記第１エラー信号を選択し、前記近接場領域外に前記固体浸レンズが前記媒体表面に
近接した場合、前記第２エラー信号を選択する選択手段と、
　前記媒体表面及び前記固体浸レンズ間のギャップを制御するギャップ制御ループを流れ
る制御信号として、前記選択された第１エラー信号又は前記選択された第２エラー信号を
用いて、前記ギャップを制御する制御手段と、
　前記第１エラー信号が選択された第１期間、前記第２エラー信号が選択された第２期間
、並びに、前記第１期間及び前記第２期間のうちいずれか一方からいずれか他方へ遷移す
る遷移期間において、前記記録媒体の回転角度に応じて発生する前記ギャップの偏差に対
応した補正値を算出すると共に前記算出された補正値を前記記録媒体の回転に同期して記
憶し、前記記憶された補正値を前記回転に同期して前記ギャップ制御ループを流れる制御
信号に加算するメモリ出力手段と、
　を備えることを特徴とする記録再生装置。
【請求項２】
　前記メモリ出力手段は、前記第１期間、前記第２期間、及び前記遷移期間において記憶
領域を共用して、前記補正値を記憶することを特徴とする請求の範囲第１項に記載の記録
再生装置。
【請求項３】
　前記第１エラー信号のゲインを設定する第１ゲイン設定手段と、
　前記第２エラー信号のゲインを設定する第２ゲイン設定手段とを更に備え、
　前記メモリ出力手段は、前記第１ゲイン設定手段の出力側且つ前記第２ゲイン設定手段
の出力側において、前記記憶された補正値を、前記ギャップ制御ループを流れる制御信号
に加算することを特徴とする請求の範囲第１項に記載の記録再生装置。
【請求項４】
　前記メモリ出力手段は、前記選択された第１エラー信号に前記記憶された補正値を加算
する、又は、前記選択された第２エラー信号に前記記憶された補正値を加算することを特
徴とする請求の範囲第１項に記載の記録再生装置。
【請求項５】
　前記第１エラー信号のゲインを、第１制御帯域で設定する第１ゲイン設定手段と、
　前記第２エラー信号のゲインを、前記第１制御帯域より狭い帯域である第２制御帯域で
設定する第２ゲイン設定手段と
　を更に備えることを特徴とする請求の範囲第１項に記載の記録再生装置。
【請求項６】
　前記遷移期間において、前記固体浸レンズが前記媒体表面に近づく相対速度を減速させ
る減速パルス信号を前記制御手段に出力するパルス生成手段を更に備えることを特徴とす
る請求の範囲第１項に記載の記録再生装置。
【請求項７】
　前記出力された第１エラー信号に応じて前記ギャップを観測する第１観測手段と、
　前記観測されたギャップに基づいて前記媒体表面と前記固体浸レンズとの相対速度を推
定する速度推定手段とを更に備え、
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　前記パルス生成手段は、前記推定された相対速度が大きくなるに従って、前記減速パル
ス信号の振幅に加えて又は代えてパルス幅を大きくすることを特徴とする請求の範囲第６
項に記載の記録再生装置。
【請求項８】
　前記パルス生成手段は、前記減速パルス信号を前記制御手段に出力する前に、前記固体
浸レンズが前記媒体表面に近づく相対速度を加速させる加速パルス信号を前記制御手段に
出力することを特徴とする請求の範囲第６項に記載の記録再生装置。
【請求項９】
　前記パルス生成手段は、前記減速パルス信号に加えて又は代えて前記加速パルス信号の
パルス幅を、前記固体浸レンズを駆動するアクチュエータの伝達特性における高次共振周
波数の逆数である周期より長くすることを特徴とする請求の範囲第８項に記載の記録再生
装置。
【請求項１０】
　前記減速パルス信号に加えて又は代えて前記加速パルス信号が出力されている期間、前
記メモリ出力手段の記憶内容の更新を停止する更新停止手段を更に備えることを特徴とす
る請求の範囲第８項に記載の記録再生装置。
【請求項１１】
　前記固体浸レンズと前記媒体表面との相対距離を変化可能な掃引手段を更に備えること
を特徴とする請求の範囲第１項に記載の記録再生装置。
【請求項１２】
　前記出力された第２エラー信号に応じて前記ギャップを観測する第２観測手段と、
　前記観測されたギャップが規定値を下回る場合、前記固体浸レンズが前記媒体表面に近
づく相対速度を減速させる所定振幅の減速パルス信号を前記制御手段に出力する他のパル
ス生成手段と
　を更に備えることを特徴とする請求の範囲第１項に記載の記録再生装置。
【請求項１３】
　ディスク状の記録媒体に光を照射する光源と、前記記録媒体の媒体表面に近接して配置
され、近接場光を生じさせる固体浸レンズと、前記照射された光の一部を前記固体浸レン
ズを介して前記媒体表面に集光する光学系と、前記光の他の一部に起因する前記固体浸レ
ンズの底部からの第１反射光に応じた第１エラー信号を出力する第１信号生成手段と、前
記集光された光に起因する前記媒体表面からの第２反射光に応じた第２エラー信号を出力
する第２信号生成手段と、を備える記録再生装置において、前記ギャップを制御するギャ
ップ制御方法であって、
　前記近接場光が生じる近接場領域内に前記固体浸レンズが前記媒体表面に近接した場合
、前記第１エラー信号を選択し、前記近接場領域外に前記固体浸レンズが前記媒体表面に
近接した場合、前記第２エラー信号を選択する選択工程と、
　前記媒体表面及び前記固体浸レンズ間のギャップを制御するギャップ制御ループを流れ
る制御信号として、前記選択された第１エラー信号又は前記選択された第２エラー信号を
用いて、前記ギャップを制御する制御工程と、
　前記第１エラー信号が選択された第１期間、前記第２エラー信号が選択された第２期間
、並びに、前記第１期間及び前記第２期間のうちいずれか一方からいずれか他方へ遷移す
る遷移期間において、前記記録媒体の回転角度に応じて発生する前記ギャップの偏差に対
応した補正値を算出すると共に前記算出された補正値を前記記録媒体の回転に同期して記
憶し、前記記憶された補正値を前記回転に同期して前記ギャップ制御ループを流れる制御
信号に加算するメモリ出力工程と、
　を備えることを特徴とするギャップ制御方法。
【請求項１４】
　コンピュータを備える装置によって実行されるギャップ制御プログラムであって、
　ディスク状の記録媒体に光を照射する光源と、前記記録媒体の媒体表面に近接して配置
され、近接場光を生じさせる固体浸レンズと、前記照射された光の一部を前記固体浸レン
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ズを介して前記媒体表面に集光する光学系と、を備える記録再生装置において、
　前記光の他の一部に起因する前記固体浸レンズの底部からの第１反射光に応じた第１エ
ラー信号を出力する第１信号生成手段と、
　前記集光された光に起因する前記媒体表面からの第２反射光に応じた第２エラー信号を
出力する第２信号生成手段と、
　前記近接場光が生じる近接場領域内に前記固体浸レンズが前記媒体表面に近接した場合
、前記第１エラー信号を選択し、前記近接場領域外に前記固体浸レンズが前記媒体表面に
近接した場合、前記第２エラー信号を選択する選択手段と、
　前記媒体表面及び前記固体浸レンズ間のギャップを制御するギャップ制御ループを流れ
る制御信号として、前記選択された第１エラー信号又は前記選択された第２エラー信号を
用いて、前記ギャップを制御する制御手段と、
　前記第１エラー信号が選択された第１期間、前記第２エラー信号が選択された第２期間
、並びに、前記第１期間及び前記第２期間のうちいずれか一方からいずれか他方へ遷移す
る遷移期間において、前記記録媒体の回転角度に応じて発生する前記ギャップの偏差に対
応した補正値を算出すると共に前記算出された補正値を前記記録媒体の回転に同期して記
憶し、前記記憶された補正値を前記回転に同期して前記ギャップ制御ループを流れる制御
信号に加算するメモリ出力手段として前記コンピュータを機能させることを特徴とするギ
ャップ制御プログラム。
【請求項１５】
　請求の範囲第１４項に記載のギャップ制御プログラムを記憶したことを特徴とする記憶
媒体。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば、固体浸レンズ（ＳＩＬ：Solid Immersion Lens）を備え、近接場光
を利用した記録再生装置、該記録再生装置が記録再生する記録媒体の媒体表面及び固体浸
レンズ間のギャップを制御するギャップ制御方法、ギャップ制御プログラム、並びに、記
憶媒体の技術分野に関する。
【背景技術】
【０００２】
　この種の装置では、固体浸レンズが記録媒体に近接して配置されるため、固体浸レンズ
が記録媒体に衝突することを回避することが重要となる。このため、例えば、特許文献等
では、ギャップエラー信号によるサーボ制御を行う光情報記録再生装置に関する技術が開
示されている。具体的には、フォーカスエラー信号によりサーボ制御を行い、サーボをク
ローズした状態で、固体浸レンズをニアフィールド領域に近接させた状態、即ち、固体浸
レンズを近接場領域内に近接した状態にするべく制御目標値を変更するために、エキスパ
ンダレンズを移動させ、その後、ギャップエラー信号によるサーボ制御を行う技術が開示
されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００８－３１０９２１号公報
【特許文献２】特開２００８－０６５９３１号公報
【特許文献３】特開２００８－２０４５６２号公報
【特許文献４】特開２００４－０３０８２１号公報
【特許文献５】ＷＯ２００６－１０９５５７号公報
【特許文献６】特開２００７－２２０２０５号公報
【特許文献７】特表２００８－５１６３６９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００４】
　しかしながら、上述した特許文献１等では、エキスパンダを用いて、固体浸レンズがニ
アフィールド領域より記録媒体から離れた領域にあるファーフィールド領域でのフォーカ
ス制御、所謂、ファーフィールド位置制御から、ニアフィールド領域における固体浸レン
ズの位置制御、所謂、ニアフィールド位置制御へ変更するので、次のような技術的な問題
点が生じる。即ち、上述した特許文献１等では、エキスパンダを用いて、ファーフィール
ド位置制御の制御ループを閉じた状態にし、ファーフィールド位置制御の制御目標値を変
更して、固体浸レンズをニアフィールド領域に近接させた後、ファーフィールド位置制御
からニアフィールド位置制御へ変更するので、次のような技術的な問題点が生じる。エキ
スパンダは、通常、凹レンズと凸レンズとの組み合わせで構成され、これら凹レンズと凸
レンズとのレンズ間距離を変化させる機構を有している。また、このレンズ間距離を変化
させる機構は、一般的には、ステッピングモータと送りネジによる機構で構成される。こ
のステッピングモータは、入力パルス数に応じて回転位置を変化させることができるので
、回転位置センサが不要になる利点を有しているが、高速回転には不向きであり、レンズ
間距離を変化させるには時間が掛かってしまう。他方で、高速にレンズ間距離を変化させ
る他の機構も考えられるが、凹レンズと凸レンズとの相対的な位置を検出するための位置
センサが別途必要になってしまい、コストが高くなってしまう。このような理由により、
ステッピングモータと送りネジによる機構で構成されるエキスパンダを用いて、ファーフ
ィールド位置制御から、ニアフィールド位置制御へ移行する際に大幅に時間が掛かってし
まい、ひいては、情報記録再生装置におけるコンテンツ情報の記録開始又は再生開始まで
の時間が長時間化してしまい、ユーザの待機時間が長くなってしまうという技術的な問題
点が生じる。
【０００５】
　本発明は、例えば上述した従来の問題点に鑑みなされたものであり、固体浸レンズをよ
り迅速且つ適切に引き込むことが可能な記録再生装置、ギャップ制御方法、ギャップ制御
プログラム、並びに記憶媒体を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記課題を解決するために、本発明に係る記録再生装置は、ディスク状の記録媒体に光
を照射する光源と、前記記録媒体の媒体表面に近接して配置され、近接場光を生じさせる
固体浸レンズと、前記照射された光の一部を前記固体浸レンズを介して前記媒体表面に集
光する光学系と、前記光の他の一部に起因する前記固体浸レンズの底部からの第１反射光
に応じた第１エラー信号を出力する第１信号生成手段と、前記集光された光に起因する前
記媒体表面からの第２反射光に応じた第２エラー信号を出力する第２信号生成手段と、前
記近接場光が生じる近接場領域内に前記固体浸レンズが前記媒体表面に近接した場合、前
記第１エラー信号を選択し、前記近接場領域外に前記固体浸レンズが前記媒体表面に近接
した場合、前記第２エラー信号を選択する選択手段と、前記媒体表面及び前記固体浸レン
ズ間のギャップを制御するギャップ制御ループを流れる制御信号として、前記選択された
第１エラー信号又は前記選択された第２エラー信号を用いて、前記ギャップを制御する制
御手段と、前記第１エラー信号が選択された第１期間、前記第２エラー信号が選択された
第２期間、並びに、前記第１期間及び前記第２期間のうちいずれか一方からいずれか他方
へ遷移する遷移期間において、前記記録媒体の回転角度に応じて発生する前記ギャップの
偏差に対応した補正値を算出すると共に前記算出された補正値を前記記録媒体の回転に同
期して記憶し、前記記憶された補正値を前記回転に同期して前記ギャップ制御ループを流
れる制御信号に加算するメモリ出力手段と、を備える。
【０００７】
　本発明の記録再生装置によれば、例えば半導体レーザである光源から出射された光の一
部は、対物レンズによって、固体浸レンズ（ＳＩＬ：Ｓｏｌｉｄ　Ｉｍｍｅｒｓｉｏｎ　
Ｌｅｎｓ）を介して、例えば光ディスクである記録媒体の媒体表面に集光される。固体浸
レンズは、記録媒体の媒体表面に近接して配置されているが、ここでの「近接して」とは
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、固体浸レンズによる近接場光を情報の読み取りに利用できる程度に接近している意味で
ある。例えば、距離にして十数ｎｍ（ナノメートル）或いは数十ｎｍから、百数十ｎｍ或
いは数百ｎｍ程度までの接近であり、その具体的な値は、個別具体的な光学系のシステム
に応じて設定される。
【０００８】
　光源から出射された光の他の一部は、固体浸レンズの底部における臨界角以上の角度で
固体浸レンズに入射し、固体浸レンズの底部で全反射される。ここに、本発明に係る「固
体浸レンズの底部」とは、固体浸レンズの記録媒体に対向する側をいう。固体浸レンズが
近接場領域内で媒体表面に近接している場合、光の他の一部に起因して近接場光が記録媒
体へ向かって固体浸レンズを透過する。
【０００９】
　第１信号生成手段は、受光素子、及び該受光素子から出力された信号を処理してギャッ
プを制御するための第１エラー信号（所謂、ギャップエラー信号）を生成する回路を含ん
で構成されており、固体浸レンズの底部からの反射光を、該固体浸レンズを介して受光し
て、ギャップエラー信号を出力する。ここに、「固体浸レンズの底部からの反射光を、該
固体浸レンズを介して受光して」とは、「固体浸レンズに入射した光の他の一部のうち、
該固体浸レンズの底部で全反射され、該固体浸レンズから出射した光を受光して」という
意味である。
【００１０】
　従って、典型的には、固体浸レンズの底部からの反射光の光強度が、第１エラー信号と
して出力される。この場合、固体浸レンズに入射した光の他の一部の全てが固体浸レンズ
の底部において全反射される距離（即ち、近接場光が固体浸レンズを透過しない距離）で
は、信号レベルが一定となり、その距離よりも媒体表面に接近すると近接場光が固体浸レ
ンズを透過する分だけ、反射光に係る信号レベルが減ずるように変化する、第１エラー信
号が出力される。
【００１１】
　第２信号生成手段は、受光素子、及び該受光素子から出力された信号を処理して固体浸
レンズ及び媒体表面間のギャップを制御するための第２エラー信号（所謂、フォーカスエ
ラー信号等）を生成する回路を含んで構成されており、集光された光に起因する媒体表面
からの反射光を受光して、第２エラー信号を出力する。典型的には、集光された光に起因
する媒体表面からの反射光の受光総和を第２エラー信号として用いてよい。受光総和、即
ち再生ＲＦ信号を生成する構成において、高周波成分は、本来の再生ＲＦ信号として用い
、低周波成分を本案の第２エラー信号として用いてよい。或いは、例えば、非点収差法に
よって第２エラー信号を生成して良い。この場合、集光範囲のうちニアフィールド及びフ
ァーフィールドの中間に位置するフォーカシングポイントでゼロクロスする、Ｓ字カーブ
状の信号レベルを有する第２エラー信号が生成される。選択手段は、近接場光が生じる近
接場領域内に固体浸レンズが媒体表面に近接した場合、媒体表面及び固体浸レンズ間のギ
ャップを制御するための制御信号として、第１エラー信号を選択する。他方、選択手段は
、近接場領域外に固体浸レンズが媒体表面に近接した場合、制御信号として、第２エラー
信号を選択する。尚、選択手段は、近接場光が生じる近接場領域内に固体浸レンズが媒体
表面に近接したか否かを判定し、且つ、近接場領域外に固体浸レンズが媒体表面に近接し
たか否かを判定する判定手段を含んでよい。
【００１２】
　例えばアクチュエータ及びアクチュエータを制御するコントローラを含んでなる、ギャ
ップを制御する制御手段は、制御信号として選択された第１エラー信号又は制御信号とし
て選択された第２エラー信号に基づいて、ギャップを制御する。
【００１３】
　例えば、メモリや加算器等を含んでなる、メモリ出力手段は、第１エラー信号が選択さ
れた第１期間、第２エラー信号が選択された第２期間、並びに、第１期間及び第２期間の
うちいずれか一方からいずれか他方へ遷移する遷移期間において、記録媒体の回転角度に
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応じて発生するギャップの偏差に対応する補正値を算出すると共に算出された補正値を記
録媒体の回転に同期して記憶し、記憶された補正値を回転に同期して制御信号に加算する
。尚、メモリ出力手段は、記録媒体における記録再生位置が移動するように記録媒体の回
転を制御する回転制御手段、及び、当該回転制御手段により回転した記録媒体の回転周期
を検出する回転周期検出手段を含んでよい。
【００１４】
　このように、メモリ出力手段は、第１期間、第２期間、及び遷移期間において連続的に
、例えば１回転前までなどの過去において学習した面振れ成分の影響を低減するための補
正値を記録媒体の回転に同期して制御信号に加算するために出力する（以下、適宜、「加
算出力」と称す）。これにより、第１期間での第１エラー信号に応じたギャップの制御、
第２期間での第２エラー信号に応じたギャップの制御に加えて、両者の遷移期間において
、面振れ成分による外乱が発生するのを連続的に防止することができる。
【００１５】
　この結果、第１期間、第２期間、及び遷移期間において、共通の面触れ成分の補正処理
の下で、面振れ成分による外乱を効果的に防止することができる。と共に、第１エラー信
号に応じたギャップの制御、及び、第２エラー信号に応じたギャップの制御のうちいずれ
か一方からいずれか他方への移行を、記録媒体の面振れ成分の影響を低減しつつ、円滑且
つ連続的に迅速に実現可能である。
【００１６】
　仮に、第１期間における、メモリ出力手段による補正値の制御信号への加算出力と、第
２期間における、メモリ出力手段による補正値の制御信号への加算出力とが連続的に行わ
れない場合、ゲイン（利得）が顕著に異なる２種類のエラー信号に応じた２種類のギャッ
プの制御において、目標値を変更しなければならないため、第１エラー信号に応じたギャ
ップの制御、及び、第２エラー信号に応じたギャップの制御のうちいずれか一方からいず
れか他方へ移行する際に大幅に時間が掛かってしまい、ひいては、記録再生装置における
コンテンツ情報の記録開始又は再生開始までの時間が長時間化してしまい、ユーザの待機
時間が長くなってしまうという技術的な問題点が生じる。
【００１７】
　これに対して、本発明では、面振れ成分の影響を低減するメモリ出力手段による補正値
の制御信号への加算出力、所謂、繰り返し制御を、第１期間、第２期間、及び遷移期間に
おいて、連続的に実行する。これにより、固体浸レンズの底面での光の干渉作用による位
置検出ノイズを、第１期間、第２期間、及び遷移期間において常時抑制することが可能で
ある。詳細には、第２エラー信号は、近接場領域に近づくに従って、光源から出射される
光の波長の「１／２」の周期で、大きく振動し、振動の際の振幅が増大するので位置検出
の精度が低下する傾向にある。この振動する理由は、固体浸レンズの底面での光の干渉作
用に起因することが知られている。この振動は、光源から出射される光の波長とギャップ
とに依存しているが、記録媒体の回転には同期していない。このため、本発明に係る面振
れ成分の影響を低減するメモリ出力手段による補正値の制御信号への加算出力を数回転分
に相当する時間だけ実行すれば、回転に同期していない非同期成分として十分に除去可能
である。このように、メモリ出力手段による補正値の制御信号への加算出力を、第１期間
、第２期間、及び遷移期間において、連続的に実行することは、上述した固体浸レンズの
底面での光の干渉作用による位置検出ノイズを、第１期間、第２期間、及び遷移期間にお
いて常時、効果的に抑制することが可能であるので、実践上大変有益である。
【００１８】
　或いは、仮に、第１期間における、メモリ出力手段による補正値の制御信号への加算出
力と、第２期間における、メモリ出力手段による補正値の制御信号への加算出力とが連続
的に行われない場合、典型的には、ファーフィールド位置制御の制御ループを閉じた状態
にし、ファーフィールド位置制御の制御目標値を変更して、固体浸レンズをニアフィール
ド領域に近接させた後、ファーフィールド位置制御からニアフィールド位置制御へ変更し
た場合、次のような技術的な問題点が生じる。即ち、この場合、近接場領域に近づくに従
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って、上述した固体浸レンズの底面での光の干渉作用に起因した第２エラー信号の振動の
影響が大きくなってしまい、第２エラー信号に基づくギャップの制御から第１エラー信号
に基づくギャップの制御へ移行する際、又は、第１エラー信号に基づくギャップの制御に
おいて、フィードバック制御が不安定となってしまい、高精度且つ迅速な位置制御の実現
が困難となってしまうという技術的な問題点が生じる。
【００１９】
　これに対して、本発明では、面振れ成分の影響を低減するメモリ出力手段による補正値
の制御信号への加算出力、所謂、繰り返し制御を、第１期間、第２期間、及び遷移期間に
おいて、連続的に常時実行する。これにより、近接場領域に近づくに従って、上述した固
体浸レンズの底面での光の干渉作用に起因した第２エラー信号の振動が大きくなるという
現象の影響を殆ど無くすことが可能である。この結果、上述した固体浸レンズの底面での
光の干渉作用の影響を殆ど無くすことが可能である。
【００２０】
　本発明に係る記録再生装置の一の態様では、前記メモリ出力手段は、前記第１期間、前
記第２期間、及び前記遷移期間において記憶領域を共用して、前記補正値を記憶する。
【００２１】
　この態様によれば、第１期間、第２期間、及び遷移期間において、例えば１回転前まで
などの過去において学習した面振れ成分の影響を低減するための補正値を、簡便且つ容易
な構成で共有することが可能である。
【００２２】
　本発明に係る記録再生装置の他の態様では、前記第１エラー信号のゲインを設定する第
１ゲイン設定手段と、前記第２エラー信号のゲインを設定する第２ゲイン設定手段とを更
に備え、前記メモリ出力手段は、前記第１ゲイン設定手段の出力側且つ前記第２ゲイン設
定手段の出力側において、前記記憶された補正値を、前記ギャップ制御ループを流れる制
御信号に加算する。
【００２３】
　この態様によれば、典型的には、メモリ出力手段は、前記第１期間において、前記記憶
された補正値を前記回転に同期して、第１エラー信号を用いたギャップ制御ループを流れ
る制御信号、所謂、ギャップ制御ループ内の制御信号に、第１エラー信号のゲイン設定手
段の出力側において、加算出力する。又は、メモリ出力手段は、前記第２期間において、
前記記憶された補正値を前記回転に同期して、第２エラー信号を用いたギャップ制御ルー
プ内の制御信号に加算出力する。
【００２４】
　この態様に係る構成の作用及び効果について説明する。第１エラー信号の検出感度は高
い。具体的には、ギャップ長、１ナノメートル当たりの出力電圧は数ボルトであり、検出
感度の単位は「Ｖｏｌｔ／ナノメートル」である。一方、第２エラー信号の検出感度は低
い。具体的には、ギャップ長、１マイクロメートル当たりの出力電圧は数ボルトであり、
検出感度の単位は「Ｖｏｌｔ／マイクロメートル」である。
【００２５】
　このように、ニアフィールド位置制御及びファーフィールド位置制御の両者における検
出感度の違いによるゲインの差は顕著に大きい。このため、仮に、補正値を、第１ゲイン
設定手段の入力側において、第１エラー信号に加算する場合、及び、補正値を、第２ゲイ
ン設定手段の入力側において、第２エラー信号に加算する場合、補正値を、ニアフィール
ド位置制御及びファーフィールド位置制御に夫々対応してゲイン補正を行う必要性が生じ
てしまう。
【００２６】
　これに対して、この態様によれば、補正値は、第１ゲイン設定手段の出力側且つ前記第
２ゲイン設定手段の出力側において、ギャップ制御ループ内の制御信号に加算される。こ
れにより、第１ゲイン設定手段の出力側且つ前記第２ゲイン設定手段の出力側であるレン
ズを駆動する駆動回路や、制御対象であるレンズアクチュエータにおけるゲイン調整に関
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しては、ニアフィールド位置制御及びファーフィールド位置制御の両方の位置制御におい
て同じであるので、補正値が制御信号に加算された後のレンズ駆動に関する構成を、両方
の位置制御において共通化することができる。このように、ニアフィールド位置制御及び
ファーフィールド位置制御の両方の位置制御においてメモリ出力手段による補正値の制御
信号への加算出力を共用する。これにより、補正値の通常の制御ループにおけるゲイン設
定を行いさえすれば、両方の位置制御におけるゲインの最適化が共通して同時に行われた
ことになる。言い換えると、ニアフィールド位置制御に対応した補正値のゲインの最適化
と、ファーフィールド位置制御に対応した補正値のゲインの最適化とが、補正値における
通常の制御ループにおけるゲイン設定によって代用されたことになる。これにより、両方
の位置制御に夫々対応して、補正値を加算するための特別なゲイン設定手段を別途追加す
る必要がない。これにより、この態様によれば、部品点数の増加を防止できるので実践上
、大変有益である。
【００２７】
　本発明に係る記録再生装置の他の態様では、前記メモリ出力手段は、前記選択された第
１エラー信号に前記記憶された補正値を加算する、又は、前記選択された第２エラー信号
に前記記憶された補正値を加算する。
【００２８】
　この態様によれば、メモリ出力手段は、選択された第１エラー信号に、記憶された補正
値を加算する。典型的には、例えば繰り返し制御の出力値等の補正値は、例えば繰り返し
制御におけるゲインが第１エラー信号に応じて最適化された後で、第１エラー信号に加算
されてよい。加えて、メモリ出力手段は、選択された第２エラー信号に、記憶された補正
値を加算する。典型的には、例えば繰り返し制御の出力値等の補正値は、例えば繰り返し
制御におけるゲインが第２エラー信号に応じて最適化された後で、第２エラー信号に加算
されてよい。
【００２９】
　この結果、例えば繰り返し制御の出力値等の補正値におけるゲインを、ニアフィールド
位置制御及びファーフィールド位置制御に夫々適切に対応させ、補正値をより高精度にギ
ャップの制御に反映させることが可能である。
【００３０】
　本発明に係る記録再生装置の他の態様では、前記第１エラー信号のゲインを、第１制御
帯域で設定する第１ゲイン設定手段と、前記第２エラー信号のゲインを、前記第１制御帯
域より狭い帯域である第２制御帯域で設定する第２ゲイン設定手段とを更に備える。
【００３１】
　この態様によれば、第１ゲイン設定手段によって、制御の精度を重視し、より高い制御
ループ帯域が好適である第１エラー信号に基づくギャップの制御のためのゲインが設定さ
れる。加えて、第２ゲイン設定手段によって、ダイナミックレンジの向上を重視し、より
低い制御ループ帯域が好適である第２エラー信号に基づくギャップの制御のためのゲイン
が設定される。
【００３２】
　この結果、（i）第１エラー信号に応じたギャップの制御、及び、第２エラー信号に応
じたギャップの制御のうちいずれか一方からいずれか他方への円滑且つ連続的な移行と、
（ii）第１エラー信号に基づいた、より高精度なギャップの制御と、（iii）第２エラー
信号に基づいた、ダイナミックレンジが向上したギャップの制御との三つを同時に実現可
能である。
【００３３】
　本発明に係る記録再生装置の他の態様では、前記遷移期間において、前記固体浸レンズ
が前記媒体表面に近づく相対速度を減速させる減速パルス信号を前記制御手段に出力する
パルス生成手段を更に備える。
【００３４】
　この態様によれば、第２エラー信号に応じたギャップの制御から第１エラー信号に応じ
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たギャップの制御へ移行する遷移期間において、減速パルス信号の出力後、第１エラー信
号に基づくギャップの制御をより高精度に行うことができる。
【００３５】
　本発明に係る記録再生装置の他の態様では、前記出力された第１エラー信号に応じて前
記ギャップを観測する第１観測手段と、前記観測されたギャップに基づいて前記媒体表面
と前記固体浸レンズとの相対速度を推定する速度推定手段とを更に備え、前記パルス生成
手段は、前記推定された相対速度が大きくなるに従って、前記減速パルス信号の振幅に加
えて又は代えてパルス幅を大きくする。
【００３６】
　この態様によれば、第１観測手段によって、出力された第１エラー信号に応じてギャッ
プが観測される。ここに、本発明に係る観測（状態推定：オブザーバ：observer）とは、
内部状態量が直接的に測定できない場合において、入力量と出力量とから内部状態量、即
ち、ギャップに対応する媒体表面と固体浸レンズとの相対速度（即ち、アクチュエータ相
対速度）を推定することを意味する。
【００３７】
　これにより、観測されたギャップに基づいて推定された媒体表面と固体浸レンズとの相
対速度が高い場合、より強いブレーキを実行する。他方、観測されたギャップに基づいて
推定された媒体表面と固体浸レンズとの相対速度が低い場合は、より弱いブレーキを実行
する。これにより、第２エラー信号に応じたギャップの制御から第１エラー信号に応じた
ギャップの制御へ移行する遷移期間において、オーバシュートの発生を抑制し、第１エラ
ー信号に応じたギャップの制御における引き込み動作を安定的且つ確実に実行することが
可能である。
【００３８】
　本発明に係る記録再生装置の他の態様では、前記パルス生成手段は、前記減速パルス信
号を前記制御手段に出力する前に、前記固体浸レンズが前記媒体表面に近づく相対速度を
加速させる加速パルス信号を前記制御手段に出力する。
【００３９】
　この態様によれば、遷移期間において、減速パルス信号に加えて加速パルス信号に基づ
くフィードフォワード制御によって、ギャップの制御をより迅速且つ適切に行うことがで
きる。
【００４０】
　本発明に係る記録再生装置の他の態様では、前記パルス生成手段は、前記減速パルス信
号に加えて又は代えて前記加速パルス信号のパルス幅を、前記固体浸レンズを駆動するア
クチュエータの伝達特性における高次共振周波数の逆数である周期より長くする。
【００４１】
　この態様によれば、高次共振による振動の影響を低減可能であり、減速時又は加速時に
アクチュエータの高次共振を誘発する可能性を低くさせ、ギャップの制御を安定的且つ確
実に実行することが可能である。
【００４２】
　本発明に係る記録再生装置の他の態様では、前記減速パルス信号に加えて又は代えて前
記加速パルス信号が出力されている期間、前記メモリ出力手段の記憶内容の更新を停止す
る更新停止手段を更に備える。
【００４３】
　この態様によれば、第２エラー信号に応じたギャップの制御から第１エラー信号に応じ
たギャップの制御へ移行する遷移期間において、第２期間において記憶された第２エラー
信号に応じて得られた面振れ成分の影響を低減するための補正値が制御信号に出力可能で
ある。他方で、第１エラー信号に応じたギャップの制御から第２エラー信号に応じたギャ
ップの制御へ移行する遷移期間において、第１期間において記憶された第１エラー信号に
応じて得られた面振れ成分の影響を低減するための補正値が制御信号に出力可能である。
【００４４】
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　この結果、遷移期間において、過去において得られた補正値が用いられるので、面振れ
成分の影響を確実に低減可能であり、２種類のギャップの制御間での円滑且つ連続的な移
行を実現可能である。
【００４５】
　本発明に係る記録再生装置の他の態様では、前記固体浸レンズと前記媒体表面との相対
距離を変化可能な掃引手段を更に備える。
【００４６】
　この態様によれば、第１エラー信号に応じたギャップの制御、及び、第２エラー信号に
応じたギャップの制御をより迅速に行うことができる。
【００４７】
　本発明に係る記録再生装置の他の態様では、前記出力された第２エラー信号に応じて前
記ギャップを観測する第２観測手段と、前記観測されたギャップが規定値を下回る場合、
前記固体浸レンズが前記媒体表面に近づく相対速度を減速させる所定振幅の減速パルス信
号を前記制御手段に出力する他のパルス生成手段とを更に備える。
【００４８】
　この態様によれば、第１エラー信号に応じたギャップの制御、及び、第２エラー信号に
応じたギャップの制御をより迅速且つ的確に行うことができる。
【００４９】
　上記課題を解決するために、本発明のギャップ制御方法は、ディスク状の記録媒体に光
を照射する光源と、前記記録媒体の媒体表面に近接して配置され、近接場光を生じさせる
固体浸レンズと、前記照射された光の一部を前記固体浸レンズを介して前記媒体表面に集
光する光学系と、前記光の他の一部に起因する前記固体浸レンズの底部からの第１反射光
に応じた第１エラー信号を出力する第１信号生成手段と、前記集光された光に起因する前
記媒体表面からの第２反射光に応じた第２エラー信号を出力する第２信号生成手段と、を
備える記録再生装置において、前記ギャップを制御するギャップ制御方法であって、前記
近接場光が生じる近接場領域内に前記固体浸レンズが前記媒体表面に近接した場合、前記
第１エラー信号を選択し、前記近接場領域外に前記固体浸レンズが前記媒体表面に近接し
た場合、前記第２エラー信号を選択する選択工程と、前記媒体表面及び前記固体浸レンズ
間のギャップを制御するギャップ制御ループを流れる制御信号として、前記選択された第
１エラー信号又は前記選択された第２エラー信号を用いて、前記ギャップを制御する制御
工程と、前記第１エラー信号が選択された第１期間、前記第２エラー信号が選択された第
２期間、並びに、前記第１期間及び前記第２期間のうちいずれか一方からいずれか他方へ
遷移する遷移期間において、前記記録媒体の回転角度に応じて発生する前記ギャップの偏
差に対応した補正値を算出すると共に前記算出された補正値を前記記録媒体の回転に同期
して記憶し、前記記憶された補正値を前記回転に同期して前記ギャップ制御ループを流れ
る制御信号に加算するメモリ出力工程と、を備える。
【００５０】
　本発明のギャップ制御方法によれば、上述した本発明の記録再生装置が有する各種利益
を享受することが可能となる。尚、上述した本発明の記録再生装置が有する各種態様に対
応して、本発明のギャップ制御方法も各種態様を採ることが可能である。
【００５１】
　本発明のギャップ制御プログラムは、コンピュータを備える装置によって実行されるギ
ャップ制御プログラムであって、ディスク状の記録媒体に光を照射する光源と、前記記録
媒体の媒体表面に近接して配置され、近接場光を生じさせる固体浸レンズと、前記照射さ
れた光の一部を前記固体浸レンズを介して前記媒体表面に集光する光学系と、を備える記
録再生装置において、前記光の他の一部に起因する前記固体浸レンズの底部からの第１反
射光に応じた第１エラー信号を出力する第１信号生成手段と、前記集光された光に起因す
る前記媒体表面からの第２反射光に応じた第２エラー信号を出力する第２信号生成手段と
、前記近接場光が生じる近接場領域内に前記固体浸レンズが前記媒体表面に近接した場合
、前記第１エラー信号を選択し、前記近接場領域外に前記固体浸レンズが前記媒体表面に
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近接した場合、前記第２エラー信号を選択する選択手段と、前記媒体表面及び前記固体浸
レンズ間のギャップを制御するギャップ制御ループを流れる制御信号として、前記選択さ
れた第１エラー信号又は前記選択された第２エラー信号を用いて、前記ギャップを制御す
る制御手段と、前記第１エラー信号が選択された第１期間、前記第２エラー信号が選択さ
れた第２期間、並びに、前記第１期間及び前記第２期間のうちいずれか一方からいずれか
他方へ遷移する遷移期間において、前記記録媒体の回転角度に応じて発生する前記ギャッ
プの偏差に対応した補正値を算出すると共に前記算出された補正値を前記記録媒体の回転
に同期して記憶し、前記記憶された補正値を前記回転に同期して前記ギャップ制御ループ
を流れる制御信号に加算するメモリ出力手段として前記コンピュータを機能させる。
【００５２】
　本発明に係るギャップ制御プログラムの実施形態によれば、当該コンピュータプログラ
ムを格納するＲＯＭ、ＣＤ－ＲＯＭ、ＤＶＤ－ＲＯＭ、ハードディスク等の記録媒体から
、当該コンピュータプログラムをコンピュータに読み込んで実行させれば、或いは、当該
コンピュータプログラムを、通信手段を介してコンピュータにダウンロードさせた後に実
行させれば、上述した本発明の記録再生装置に係る実施形態を比較的簡単に実現できる。
【００５３】
　尚、上述した本発明の記録再生装置に係る実施形態における各種態様に対応して、本発
明のギャップ制御プログラムに係る各実施形態も各種態様を採ることが可能である。
【００５４】
　本発明の記憶媒体は、上述した、ギャップ制御プログラム（但し、各種の態様を含む）
を記憶している。
【００５５】
　本発明に係る記憶媒体の実施形態によれば、上述したギャップ制御プログラムを、コン
ピュータに読み取らせることで、コンピュータを上述した本発明の記録再生装置に係る実
施形態として適切に、機能させることが可能である。
【図面の簡単な説明】
【００５６】
【図１】第１実施形態に係る情報記録再生装置の全体構成を図式的に示すブロック図であ
る。
【図２】第１実施形態に係る光学系に着目した情報記録再生装置の一部の構成を示すブロ
ック図である。
【図３】第１実施形態に係るギャップ長と戻り光の光量との定量的又は定性的な関係を示
すグラフである。
【図４】第１実施形態に係る情報記録再生装置におけるファーフィールド位置制御及びニ
アフィールド位置制御における固体浸レンズの引き込み動作の手順を示したタイミングチ
ャートである。
【図５】第１実施形態に係る情報記録再生装置の構成要素のうち、繰り返し制御を行う構
成要素に着目して図式的に示したブロック図である。
【図６】第１実施形態に係る繰り返し制御の一具体例として、面触れ量と、回転クロック
との関係を図式的に示したグラフ（図６（ａ））、及び、所定の回転クロックに対応する
位置における面触れ量の時系列に沿った変化を図式的に示したグラフ（図６（ｂ））であ
る。
【図７】第１実施形態に係るファーフィールド位置制御からニアフィールド位置制御への
移行時での、繰り返し制御部の３種類のローパスフィルタからの出力信号の信号波形、制
御選択信号、ロック信号、減速指令信号、及び加速指令信号における、時間的な相関関係
を示したタイミングチャートである。
【図８】第１実施形態に係る固体浸レンズの位置制御に用いるアクチュエータ等の駆動手
段の伝達特性として、周波数とゲインとの関係の一例を示したグラフである。
【図９】第２実施形態に係る加速用のパルス信号の一例と、減速用のパルス信号の一例と
を示したタイミングチャートである。
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【図１０】第３実施形態に係る速度推定部としての速度オブザーバの構成を示したブロッ
ク図である。
【発明を実施するための形態】
【００５７】
　以下、図面を参照して本発明を実施するための最良の形態について説明する。
【００５８】
　＜第１実施形態＞
　＜全体構成：情報記録再生装置＞
　先ず、図１を参照して、本発明の第１実施形態に係る基本構成について説明する。ここ
に、図１は、第１実施形態に係る情報記録再生装置の全体構成を図式的に示すブロック図
である。第１実施形態に係る情報記録再生装置は、ファーフィールド位置制御及びニアフ
ィールド位置制御における固体浸レンズの引き込み動作、所謂、合焦点動作を実行する
　図１に示されるように、第１実施形態に係る情報記録再生装置１は、情報記録媒体１０
にレーザ光を出射すると共に、情報記録媒体１０からのレーザ光を受光する光学系２０、
レンズ駆動部３０、スピンドルモータ４０、回転制御部５０、回転検出部６０、ニアフィ
ールド位置エラー生成部１１０、ニアフィールド位置制御用の位相補償部１１５、ファー
フィールド位置エラー生成部１２０、ファーフィールド位置制御用の位相補償部１２５、
繰り返し制御部１３０、回転同期メモリ１３５、選択部１５１、選択部１５２、加算器１
６１、加算器１６２、掃引信号生成部１７０、加減速パルス生成部１８０、ニアフィール
ド位置制御用のロック検出部２１０、ファーフィールド位置制御用のロック検出部２２０
、状態判断モード制御部２３０、速度検出部２４０、システム制御部３００を備えて構成
されている。
【００５９】
　尚、光学系２０については、後述の図２に示す。出射部２１及び受光部２２によって光
学系が構成されている。また、回転検出部６０及び回転制御部５０により、スピンドルモ
ータ４０の回転数を検出し制御することにより、本発明に係る「回転制御手段」の一例が
構成されている。
【００６０】
　回転検出部６０は、スピンドルモータ４０の回転周期を検出し、回転周期信号ＦＧとし
て回転同期メモリ１３５に供給することにより、本発明に係る「回転周期検出手段」の一
例が構成されている。回転検出部６０は、検出した回転周期信号ＦＧから回転速度を算出
し、回転制御部５０は、目標回転速度と回転検出部６０が検出した回転速度とを比較して
、その差をスピンドルモータ４０の回転駆動部（不図示）にネガティブフィードバックす
ることにより回転速度を制御する。
【００６１】
　上述の回転制御部５０及び回転検出部６０により、ディスク状の情報記録媒体１０の回
転速度は制御される。光源（不図示）から出射された光束は光学素子により情報記録媒体
１０の記録面に集光される。光学素子として、近接場光を用いるために固体浸レンズ（Ｓ
ＩＬ：Solid Immersion Lens）を利用する。光源、光学素子、レンズの駆動機構（図２を
参照）等により光学系２０を構成する。
【００６２】
　＜光学系の構成＞
　次に、図２を参照して第１実施形態に係る光学系の構成について説明する。ここに、図
２は、第１実施形態に係る光学系に着目した情報記録再生装置の一部の構成を示すブロッ
ク図である。
【００６３】
　図２において、光学系２０は、固体浸レンズ２１、レンズアクチュエータ２２、対物レ
ンズ２３、半導体レーザ１０１０、コリメータレンズ１０２０、回折格子１０３０、ビー
ムシェイパ１０４０、無偏光ビームスプリッタ１０５０、偏光ビームスプリッタ１０６０
、エキスパンダ１０７０、四分の一波長板１０８０、ミラー１０９０、シリンドリカルレ
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ンズ１１３０、四分割受光素子１１４０、集光レンズ１１５０、及びギャップエラー用の
受光素子１１６０を備えて構成されている。
【００６４】
　尚、ギャップエラー用の受光素子１１６０は、後述されるニアフィールド位置制御用の
戻り光のための受光素子であり、典型的には、非分割型の受光素子であるが、二分割又は
四分割の分割型受光素子であってもよい。この場合は、ギャップエラー用受光素子１１６
０の各受光部からの信号を処理し、ギャップエラー信号、即ち、ニアフィールド位置制御
用の戻り光量ＤＴ１に応じた位置検出信号ＳＤＴ１を生成する回路が、ギャップエラー用
受光素子１１６０に付随して設けられてよい。
【００６５】
　半導体レーザ１０１０から出射した光Ｌは、コリメータレンズ１０２０、回折格子１０
３０、ビームシェイパ１０４０、無偏光ビームスプリッタ１０５０、偏光ビームスプリッ
タ１０６０、エキスパンダ１０７０、四分の一波長板１０８０、及びミラー１０９０を介
して、対物レンズ２３に到達する。光Ｌの一部は、該対物レンズ２３によって、固体浸レ
ンズ２１を介して情報記録媒体１０の媒体表面に集光される。
【００６６】
　情報記録媒体１０の媒体表面からの、本発明に係る「第１反射光」の一例としての反射
光は、固体浸レンズ２１、対物レンズ２３、ミラー１０９０、四分の一波長板１０８０、
エキスパンダ１０７０、偏光ビームスプリッタ１０６０、及びシリンドリカルレンズ１１
３０を介して四分割受光素子１１４０に到達する。非点収差を発生させるためのシリンド
リカルレンズ１１３０を用いる場合、四分割受光素子１１４０により、Ｓ次形状の所謂、
フォーカスエラー信号が得られる。尚、このシリンドリカルレンズ１１３０は省略可能で
ある。即ち、後述の図３に示される、ギャップ長と、このギャップ長に応じて変化する戻
り光の光量との定量的な関係からギャップ長を特定可能であるので、シリンドリカルレン
ズ１１３０を省略可能である。また、この場合、四分割受光素子１１４０は４分割されて
いる必要はない。分割されていない単一の受光面を有していて良い。
【００６７】
　光Ｌの他の一部は、固体浸レンズ２１の底部における臨界角以上の角度で固体浸レンズ
２１に入射し、全反射されて、本発明に係る「第２反射光」の一例としての戻り光となり
、固体浸レンズ２１から出射する。戻り光は、対物レンズ２３、ミラー１０９０、四分の
一波長板１０８０、エキスパンダ１０７０、偏光ビームスプリッタ１０６０、無偏光ビー
ムスプリッタ１０５０、及び集光レンズ１１５０を介して、ギャップエラー用受光素子１
１６０に到達する。
【００６８】
　固体浸レンズ２１及び情報記録媒体１０の媒体表面間のギャップが、例えば約２００ｎ
ｍ以下である場合、固体浸レンズ２１の底部における臨界角以上の角度で固体浸レンズ２
１に入射した光の一部が近接場光として、情報記録媒体１０の媒体表面に出射される。尚
、近接場領域における固体浸レンズの底面（即ち、情報記録媒体１０に最も近い固体浸レ
ンズの面）と、情報記録媒体１０の記録面との距離をギャップ又はギャップ長と称す。
【００６９】
　近接場光に起因する情報記録媒体１０の媒体表面からの反射光は、固体浸レンズ２１、
対物レンズ２３、ミラー１０９０、四分の一波長板１０８０、エキスパンダ１０７０を介
して、偏光ビームスプリッタ１０６０に到達する。該偏光ビームスプリッタ１０６０は、
近接場光に起因する反射光を反射するように構成されているので、近接場光に起因する反
射光の大部分は、シリンドリカルレンズ１１３０を介して四分割受光素子１１４０に到達
する。
【００７０】
　四分割受光素子１１４０は、情報記録媒体１０の媒体表面からの反射光を受光し、該受
光した情報記録媒体１０の媒体表面からの反射光の光量に応じた信号を出力する。ギャッ
プエラー用受光素子１１６０は、戻り光を受光し、該受光した戻り光の光量に応じた信号
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をギャップエラー信号として出力する。
【００７１】
　ニアフィールド位置エラー生成部１１０には、ギャップエラー用受光素子１１６０から
出力されたニアフィールド位置制御用の戻り光量ＤＴ１に応じた位置検出信号ＳＤＴ１が
入力される。
【００７２】
　ファーフィールド位置エラー生成部１２０には、四分割受光素子１１４０から出力され
たファーフィールド位置制御用の戻り光量ＤＴ２に応じた位置検出信号ＳＤＴ２が入力さ
れる。
【００７３】
　＜ギャップ又はギャップ長と戻り光の光量との関係＞
　ここで、図３を参照して、第１実施形態に係るギャップ長と戻り光の光量（以下、適宜
、「戻り光量」と称す）との定量的又は定性的な関係について説明する。ここに、図３は
、第１実施形態に係るギャップ長と戻り光の光量との定量的又は定性的な関係を示すグラ
フである。
【００７４】
　図３に示されるように、ギャップ長が、光源波長のおおよそ「１／２」以下になると近
接場領域になる。例えば光源が青紫色レーザである場合、照射された光の波長はおよそ４
００（ｎｍ：nanometer）であり、近接場領域におけるギャップ長は２００（ｎｍ）以下
となる。
【００７５】
　近接場領域においてギャップ長が短くなるに従って、近接場光が情報記録媒体１０へ向
かって固体浸レンズ２１を透過することにより、ニアフィールド位置制御用の戻り光量Ｄ
Ｔ１が低下する。詳細には、図３における近接場領域では、上述したように、固体浸レン
ズ２１の底部における臨界角以上の角度で固体浸レンズ２１に入射した光の一部は、近接
場光として情報記録媒体１０の媒体表面に出射される。このため、戻り光の光量が減少し
、図３に示すように、ニアフィールド位置制御用の戻り光量ＤＴ１に応じた位置検出信号
ＳＤＴ１、所謂、ギャップエラー信号の信号レベルは減少する。
【００７６】
　他方、固体浸レンズ及び対物レンズが、近接場領域から離れてギャップ長が大きくなる
に従って、近接場光は情報記録媒体１０へ向かって固体浸レンズ２１を透過せず固体浸レ
ンズを介して戻り光が光学系２０のフォトディテクタに到達するので、ニアフィールド位
置制御用の戻り光量ＤＴ１は増加し一定値となる、即ち、飽和する。詳細には、図３にお
ける近接場領域外の領域では、固体浸レンズ２１の底部における臨界角以上の角度で固体
浸レンズ２１に入射した光は、全て、全反射され戻り光となる。このため、ニアフィール
ド位置制御用の戻り光量ＤＴ１に応じた位置検出信号ＳＤＴ１の信号レベルは一定となる
。
【００７７】
　一般的に、近接場光によって、情報記録媒体１０に記録されている情報信号を再生する
ためには、固体浸レンズ２１及び情報記録媒体１０の媒体表面間のギャップを、例えば１
０ｎｍにすることが要求される。しかしながら、上述したように、ニアフィールド位置制
御用の戻り光量ＤＴ１に応じた位置検出信号ＳＤＴ１も図３の近接場領域外の領域におい
ては、信号レベルが一定であるため、固体浸レンズ２１の位置が、情報記録媒体１０に極
めて近い位置にならなければ、ニアフィールド位置制御用の戻り光量ＤＴ１に応じた位置
検出信号ＳＤＴ１を用いて、ギャップを制御することは不可能である。従って、仮に何ら
の対策もとらずに、固体浸レンズ２１を情報記録媒体１０に近づけ、ニアフィールド位置
制御用の戻り光量ＤＴ１に応じた位置検出信号ＳＤＴ１を用いてギャップを制御しようと
すると、固体浸レンズ２１が情報記録媒体１０に衝突する可能性がある。
【００７８】
　一方、ファーフィールド状態では、ファーフィールド位置制御用の戻り光量ＤＴ２に応
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じた位置検出信号ＳＤＴ２、所謂、フォーカスエラー信号を用いてギャップを制御するこ
とが可能である。しかしながら、仮に何らの対策もとらずに、フォーカスエラー信号を用
いて、ギャップを１０ｎｍにしようとすると、ビームウエストや残留エラー等によって、
サーボロックできなかったり、固体浸レンズ２１が情報記録媒体１０に衝突してしまった
りする可能性があることが判明している。
【００７９】
　再び、図１に戻る。
【００８０】
　＜全体構成：情報記録再生装置：続き＞
　そこで、近接場領域においては、光学系２０のフォトディテタ（不図示）によりニアフ
ィールド位置制御用の戻り光量ＤＴ１を検出することでギャップ長を検出する。上述のニ
アフィールド位置エラー生成部１１０は、ニアフィールド位置制御用の戻り光量ＤＴ１に
応じた位置検出信号ＳＤＴ１と、目標値Ｒｅｆ１とを比較することにより、ニアフィール
ド位置エラー信号Ｅｒｎを生成する。尚、このニアフィールド位置エラー生成部１１０に
よって、本発明に係る「第１信号生成手段」の一例が構成されている。また、ニアフィー
ルド位置エラー信号Ｅｒｎによって、本発明に係る「第１エラー信号」の一例が構成され
ている。
【００８１】
　このように、ニアフィールド位置エラー生成部１１０は、ニアフィールド位置制御用の
戻り光量ＤＴ１に応じた位置検出信号ＳＤＴ１に基づいて、近接場領域における固体浸レ
ンズの底面と、情報記録媒体１０の記録面との相対距離を一義的に検出可能である。
【００８２】
　他方、近接場領域外の領域では、光学系２０の光路上の光束の開口を制限することによ
り、「ＮＡ＜１」での光束を利用し、近接場領域以外のファーフィールドでの固体浸レン
ズの底面と情報記録媒体１０の記録面との相対距離を、ファーフィールド位置制御用の戻
り光量ＤＴ２として検出する。
【００８３】
　このように、ファーフィールド位置エラー生成部１２０は、ファーフィールド位置制御
用の戻り光量ＤＴ２に応じた位置検出信号ＳＤＴ２に基づいて、近接場領域以外のファー
フィールドでの固体浸レンズの底面と情報記録媒体１０の記録面との相対距離を一義的に
検出可能である。
【００８４】
　ファーフィールド位置エラー生成部１２０は、ファーフィールド位置制御用の戻り光量
ＤＴ２に応じた位置検出信号ＳＤＴ２と目標値Ｒｅｆ２とを比較することによりファーフ
ィールド位置エラー信号Ｅｒｆを生成する。尚、このファーフィールド位置エラー生成部
１２０によって、本発明に係る第２信号生成手段の一例が構成されている。また、ファー
フィールド位置エラー信号Ｅｒｆによって、本発明に係る「第２エラー信号」の一例が構
成されている。図３に示したようにファーフィールドにおいて、固体浸レンズ及び対物レ
ンズと情報記録媒体１０の記録面との距離が増加すると焦点ずれの度合いが増大して、戻
り光量が低下してしまい、この距離が更に増加し完全に焦点がずれる場合、戻り光量はゼ
ロに漸近する。
【００８５】
　ニアフィールド位置エラー信号Ｅｒｎは、ニアフィールド位置制御用の位相補償部１１
５に供給される。ファーフィールド位置エラー信号Ｅｒｆは、ファーフィールド位置制御
用の位相補償部１２５に供給される。位相補償部１１５の出力及び位相補償部１２５の出
力は、選択部１５１及び選択部１５２を介して、選択的に加算器１６１に供給される。加
算器１６１の出力信号Ｄ１は、加算器１６２に供給される。加算器１６２の出力ＤＲＶは
、レンズ駆動部３０に供給される。レンズ駆動部３０によって、駆動電流Ｉｄが生成され
、光学系２０の構成要素である固体浸レンズのレンズアクチュエータ２２に駆動電流が供
給される。駆動電流Ｉｄに従って、情報記録媒体１０と固体浸レンズの底面との距離であ
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るギャップ長は変化する。
【００８６】
　特に、ニアフィールド位置エラー生成部１１０、位相補償部１１５、選択部１５１、選
択部１５２、加算器１６１、加算器１６２、レンズ駆動部３０、光学系２０によって、近
接場領域における第１位置制御ループが構成される。位相補償部１１５は、ネガティブフ
ィードバックを実施するための制御手段である。尚、第１位置制御ループによって、本発
明に係る「ギャップ制御ループ」の一例が構成されている。また、この第１位置制御ルー
プを流れるニアフィールド位置エラー信号Ｅｒｎ、及び位相補償が施されたニアフィール
ド位置エラー信号Ｅｒｎによって、本発明に係る制御信号の一例が構成されている。
【００８７】
　他方、ファーフィールド位置エラー生成部１２０、位相補償部１２５、選択部１５１、
選択部１５２、加算器１６１、加算器１６２、レンズ駆動部３０、光学系２０によって、
近接場領域外の領域における第２位置制御ループが構成される。位相補償部１２５は、ネ
ガティブフィードバックを実施するための制御手段である。尚、第２位置制御ループによ
って、本発明に係る「ギャップ制御ループ」の他の例が構成されている。また、この第２
位置制御ループを流れるファーフィールド位置エラー信号Ｅｒｆ、及び位相補償が施され
たファーフィールド位置エラー信号Ｅｒｆによって、本発明に係る制御信号の他の例が構
成されている。
【００８８】
　ニアフィールド位置制御用の戻り光量ＤＴ１はロック検出部２１０に供給され、ロック
検出部２１０の出力信号であるロック検出信号ＬＫ１は、状態判断モード制御部２３０に
供給される。
【００８９】
　他方、ファーフィールド位置制御用の戻り光量ＤＴ２がロック検出部２２０に供給され
、ロック検出部２２０の出力信号であるロック検出信号ＬＫ２は、状態判断モード制御部
２３０に供給される。
【００９０】
　状態判断モード制御部２３０は、ロック検出信号ＬＫ１、ＬＫ２から固体浸レンズ及び
対物レンズの位置制御の状態を判断して、各種の制御信号を発生する。尚、ロック検出部
２１０、及び状態判断モード制御部２３０によって、近接場領域内に近接したか否かを判
別可能である本発明に係る「判定手段」の一例が構成されている。
【００９１】
　選択部１５１は、状態判断モード制御部２３０が発生した制御選択信号ＳＥＬ1に従っ
て、第１位置制御及び第２位置制御のうちいずれか一方の位置制御を選択する。尚、選択
部１５１によって、本発明に係る「選択手段」の一例が構成されている。
【００９２】
　選択部１５１の出力信号は、選択部１５２を介して、加算器１６１に入力される２つの
入力情報のうち一方の入力情報として加算器１６１に供給される。加算器１６１の出力信
号Ｄ1は、繰り返し制御部１３０に供給される。
【００９３】
　繰り返し制御部１３０の出力信号は、加算器１６１に入力される２つの入力情報のうち
他方の入力情報として加算器１６１に供給される。
【００９４】
　加算器１６１によって、選択部１５２の出力信号と、繰り返し制御部１３０の出力信号
とが加算され、加算器１６１によって、出力信号Ｄ1が出力される。
【００９５】
　繰り返し制御部１３０は、回転同期メモリ１３５に対して、それぞれの位置制御におけ
る制御偏差に対応した選択部１５１の出力を、選択部１５２を介して、回転周期信号ＦＧ
に同期して、書き込み動作と読み出し動作とを繰り返し実行することにより、情報記録媒
体１０の回転に同期して発生する面振れ等の制御偏差の影響を低減するために、これらの
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制御偏差に応じて信号を回転周期信号ＦＧに同期して補正する補正処理、所謂、繰り返し
制御を行う。尚、繰り返し制御部１３０、回転同期メモリ１３５、加算器１６１及びそれ
らを結ぶ信号線によって、本発明に係る「メモリ出力手段」の一例が構成されている。
【００９６】
　速度推定部２４０は、ニアフィールド位置制御用の戻り光量ＤＴ１から速度を推定し、
速度推定量ＶＤＴの信号を出力する。
【００９７】
　システム制御部３００は、ＣＰＵ（Ｃｅｎｔｒａｌ Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ Ｕｎｉｔ）
やメモリ等を含んで構成され、情報記録再生装置１を統括制御する。尚、このシステム制
御部３００によって、本発明に係る「制御手段」の一例が構成されている。
【００９８】
　＜動作原理：情報記録再生装置＞
　次に、図４を参照して、ギャップサーボ引き込み処理の手順について説明する。ここに
、図４は、第１実施形態に係る情報記録再生装置におけるファーフィールド位置制御及び
ニアフィールド位置制御における固体浸レンズの引き込み動作の手順を示したタイミング
チャートである。尚、図４では、ファーフィールド位置制御では、ギャップ長が小さくな
るに従って、ファーフィールド位置制御用の戻り光量ＤＴ２は大きくなり、ニアフィール
ド位置制御では、ギャップ長が小さくなるに従って、ニアフィールド位置制御用の戻り光
量ＤＴ１は小さくなるので、ファーフィールド位置制御とニアフィールド位置制御とはゲ
インの正負が逆転している。
【００９９】
　先ず、図４の下側部に示されるように、掃引信号生成部１７０（図１を参照）は、状態
判断モード制御部２３０が発生した掃引タイミングを制御する制御信号ＣＴＬ1に従って
、固体浸レンズの底面と情報記録媒体１０の記録面との距離を大きくし、固体浸レンズの
底面（以下、適宜、「ＳＩＬ底面」と称す）と情報記録媒体１０の記録面とを離反するレ
ンズダウンを実行するために、ランプ形状の信号ＳＷＰを発生する。
【０１００】
　状態判断モード制御部２３０は、規定時間Ｔｄｗだけ経過したこと確認した場合、制御
信号ＣＴＬ１をＬｏｗからＨｉｇｈに変化させる。
【０１０１】
　掃引信号生成部１７０は、制御信号ＣＴＬ１がＨｉｇｈであることを検出した場合、Ｓ
ＩＬ底面と情報記録媒体１０の記録面との距離が小さく、ＳＩＬ底面と情報記録媒体１０
の記録面とを近接させるレンズアップを実行するために、ランプ状の信号ＳＷＰを発生す
る。このレンズアップの動作により、ＳＩＬ底面と情報記録媒体１０の記録面とが近接し
、ギャップ長が小さくなるに従って、ファーフィールド位置制御用の戻り光量ＤＴ２が増
加を開始する。
【０１０２】
　ファーフィールド位置制御用の戻り光量ＤＴ２が規定レベルＴｈ２に到達し、規定レベ
ルＴｈ２を超えた場合、ロック検出部２２０は、ファーフィールド位置制御用のロック信
号ＬＫ２を発生させ、ロック信号ＬＫ２をＬｏｗからＨｉｇｈに変化させる。
【０１０３】
　ロック信号ＬＫ２がＨｉｇｈに変化した場合、状態判断モード制御部２３０の制御下で
、図４中の減速期間ＳＤ２に示されるように、加速減速パルス生成部１８０に対して、固
体浸レンズの上昇速度を減少するために減速指令信号ＣＴＬ２Ｂが供給される。
【０１０４】
　加減速パルス生成部１８０は、供給された減速指令信号ＣＴＬ２Ｂに従って、図４中の
信号波の高さＢｒｋ２に示された、規定の波高値、及び規定のパルス幅を有する減速用の
パルス信号ＰＬＳを発生する。
【０１０５】
　と同時に又は相前後して、状態判断モード制御部２３０は、ファーフィールド位置制御
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の制御ループをクローズすべくファーフィールド位置エラー生成部１２０に指令する。
【０１０６】
　次に、状態判断モード制御部２３０が、ファーフィールド位置制御の制御ループをクロ
ーズしてから規定時間Ｔ２が経過したと判断した場合、状態判断モード制御部２３０の制
御下で、図４中の加速期間Ｓｕｐに示されるように、加速減速パルス生成部１８０に対し
て、ファーフィールド位置（即ち、近接場領域以外の領域）からニアフィールド位置（即
ち、近接場領域）に近接するようにギャップ長を減少するために、固体浸レンズの上昇速
度を増加するために加速指令信号ＣＴＬ２Ａが供給される。尚、規定時間Ｔ２は、カウン
タ器等の演算手段によって基準クロックを用いて測定されてよい。或いは、規定時間Ｔ２
は、回転検出部６０が検出した回転周期信号ＦＧをカウントすることによって測定されて
よい。特に、後者の場合、情報記録媒体１０の回転回数に相当する時間だけ、時間が経過
したことが分るので、繰り返し制御部１３０が、情報記録媒体１０の回転に同期した面振
れ成分を特定する学習を行うのに要する期間を、回転に同期してより高精度に定めること
ができるので、実践上、より有益である。
【０１０７】
　加速減速パルス生成部１８０は、供給された加速指令信号ＣＴＬ２Ａに従って、図４中
の信号波の高さＡｃｅに示された、規定の波高値、及び規定のパルス幅を有する加速用の
パルス信号ＰＬＳを発生する。
【０１０８】
　ファーフィールド位置からニアフィールド位置に近接した場合、図３及び図４に示され
るようにファーフィールド位置制御用の戻り光量ＤＴ２のレベルは低下すると共に、図３
の一点鎖線に示されるように、ギャップの単位距離当たりの戻り光量ＤＴ２の変化量も低
下する。他方で、図３及び図４に示されるように、一定値を維持し、単位距離当たりの変
化率がほぼゼロであった、ギャップの単位距離当たりの戻り光量ＤＴ１の単位距離当たり
の変化量は上昇し、大きく変化する。
【０１０９】
　尚、図３及び図４において、ニアフィールド位置制御用の戻り光量ＤＴ１の値は、ＳＩ
Ｌ底面と情報記録媒体１０の記録面とが近接し、ギャップ長が小さくなりゼロに漸近する
に従って、小さくなることが示されていると共に、ＳＩＬ底面と情報記録媒体１０の記録
面とが離反し、ギャップ長がある程度まで大きくなるに従って、大きくなり、ギャップ長
が、当該ある程度を超えて更に大きくなると一定値を維持することが示されている。
【０１１０】
　このニアフィールド位置制御用の戻り光量ＤＴ１が規定レベルＴｈ1に到達した場合、
ロック検出部２１０は、ニアフィールド位置制御用のロック信号ＬＫ１を発生させ、ロッ
ク信号ＬＫ１をＬｏｗからＨｉｇｈに変化させる。
【０１１１】
　ロック信号ＬＫ１がＬｏｗからＨｉｇｈに変化した場合、状態判断モード制御部２３０
の制御下で、図４中の減速期間ＳＤ１に示されるように、加速減速パルス生成部１８０に
対して、固体浸レンズの上昇速度を減少するために減速指令信号ＣＴＬ２Ｂが供給される
。加減速パルス生成部１８０は、供給された減速指令信号ＣＴＬ２Ｂに従って、図４中の
信号波の高さＢｒｋ１に示された、規定の波高値、及び規定のパルス幅を有する減速用の
パルス信号ＰＬＳを発生する。
【０１１２】
　次に、状態判断モード制御部２３０は、ニアフィールド位置制御の制御ループをクロー
ズするようにニアフィールド位置エラー生成部１１０に指令する。即ち、状態判断モード
制御部２３０は、ファーフィールド位置制御からニアフィールド位置制御に制御モードを
変更するために選択部１５１に対して、Ｈｉｇｈである選択信号ＳＥＬ１を供給する。
【０１１３】
　選択部１５１は、ＬｏｗからＨｉｇｈに変化した選択信号ＳＥＬ１が供給された場合、
当該選択部１５１から出力する出力信号として、ファーフィールド位置制御に基づく出力
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信号の代わりに、ニアフィールド位置制御に基づく出力信号を選択し、このニアフィール
ド位置制御に基づく出力信号を出力する。
【０１１４】
　＜詳細構成：情報記録再生装置＞
　次に、図５及び図６に加えて、上述した図４を適宜参照して、第１実施形態に係る情報
記録再生装置の詳細構成について説明する。ここに、図５は、第１実施形態に係る情報記
録再生装置の構成要素のうち、繰り返し制御を行う構成要素に着目して図式的に示したブ
ロック図である。
【０１１５】
　図５に示されるように、光学系２０から出力されたニアフィールド位置制御用の戻り光
量ＤＴ１に応じた位置検出信号ＳＤＴ１は、ＡＤ変換器ＡＤ１１１により量子化される。
【０１１６】
　次に、量子化された、ニアフィールド位置制御用の戻り光量ＤＴ１に応じた位置検出信
号ＳＤＴ１と、ニアフィールド位置制御用の目標値Ｒｅｆ１とが比較され、減算処理が施
されることにより、ニアフィールド位置制御用の制御誤差Ｅｒｎが減算器１１２から出力
される。
【０１１７】
　概ね同様にして、光学系２０から出力されたファーフィールド位置制御用の戻り光量Ｄ
Ｔ２に応じた位置検出信号ＳＤＴ２は、ＡＤ変換器ＡＤ１２１により量子化される。
【０１１８】
　次に、量子化された、ファーフィールド位置制御用の戻り光量ＤＴ２に応じた位置検出
信号ＳＤＴ２と、ファーフィールド位置制御用の目標値Ｒｅｆ２とが比較され、減算処理
が施されることにより、ファーフィールド位置制御用の制御誤差Ｅｒｆが減算器１２２か
ら出力される。
【０１１９】
　ゲイン設定部１１３は、ニアフィールド位置制御用の戻り光量ＤＴ１に応じた位置検出
信号ＳＤＴ１の検出感度、及び、ニアフィールド位置制御用の制御ループの制御帯域に基
づいて、ゲイン（利得）を最適化可能に構成される。尚、ゲイン設定部１１３は、本発明
に係る「第１ゲイン設定手段」の一例を構成する。
【０１２０】
　ゲイン設定部１２３は、ファーフィールド位置制御用の戻り光量ＤＴ２に応じた位置検
出信号ＳＤＴ２の検出感度差、及び、ファーフィールド位置制御用の制御ループの制御帯
域に基づいて、ゲインを最適化可能に構成される。尚、ファーフィールド位置制御では、
ギャップ長が小さくなるに従って、ファーフィールド位置制御用の戻り光量ＤＴ２に応じ
た位置検出信号ＳＤＴ２は大きくなり、ニアフィールド位置制御では、ギャップ長が小さ
くなるに従って、ニアフィールド位置制御用の戻り光量ＤＴ１に応じた位置検出信号ＳＤ
Ｔ１は小さくなるので、ファーフィールド位置制御とニアフィールド位置制御とはゲイン
の正負が逆転している。また、ゲイン設定部１２３は、本発明に係る「第２ゲイン設定手
段」の一例を構成する。
【０１２１】
　上述したように、位置検出信号ＳＤＴ１の検出感度と位置検出信号ＳＤＴ２の検出感度
とは異なると共に、ニアフィールド位置制御用の制御ループの制御帯域とファーフィール
ド位置制御用の制御ループの制御帯域とは異なるので、ゲイン設定部１１３及びゲイン設
定部１２３は、それぞれ独立して、それぞれの位置制御用のゲインを最適化可能である。
【０１２２】
　尚、上述したニアフィールド位置エラー生成部１１０は、ＡＤ変換器ＡＤ１１１、減算
器１１２、及びゲイン設定部１１３を備えて構成されている。また、上述したファーフィ
ールド位置エラー生成部１２０は、ＡＤ変換器ＡＤ１２１、減算器１２２、及びゲイン設
定部１２３を備えて構成されている。
【０１２３】
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　位相補償部１１５、１２５は、例えば、ＩＩＲ（無限インパルス応答）型のデジタルフ
ィルターによって構成され、典型的には、ＰＩＤ（即ち、比例積分微分）補償特性を有し
てよい。
【０１２４】
　加算器１６１、１６２は、例えばデジタル加算器であり加算器１６２の出力は、ＤＡ変
換器１６２ａにより、デジタル値からアナログ値に変換され駆動信号ＤＲＶとして出力さ
れる。
【０１２５】
　＜繰り返し制御部の構成＞
　次に、図５を参照して、繰り返し制御部１３０の詳細について説明する。
【０１２６】
　第１実施形態に係る繰り返し制御部１３０は、ローパスフィルタＬＰＦ１３１、ＬＰＦ
１３２、ＬＰＦ１３３、及び回転同期メモリ１３５を備えて構成されている。
【０１２７】
　ＬＰＦ１３１は、例えばＡＤ変換器のサンプリング周期を演算周期とする低域通過型の
デジタルフィルターによって構成してよい。
【０１２８】
　ＬＰＦ１３２は、回転同期メモリ１３５と協調的に動作して繰り返し制御部１３０の基
本部分を構成する。ＬＰＦ１３２は、低域通過型のデジタルフィルターであり、そのサン
プリング周期は回転周期信号ＦＧに応じて規定される。回転周期信号ＦＧの周期と同じ値
をサンプリング周期としてよい。或いは、回転周期信号ＦＧの周期を数分の１倍した値を
サンプリング周期として、当該ＬＰＦ１３２におけるサンプリング処理を高速化してよい
。
【０１２９】
　ＬＰＦ１３３は、例えばＤＡ変換器のサンプリング周期を演算周期とする低域通過型の
デジタルフィルターによって構成してよい。
【０１３０】
　加算器１６２に供給されるパルス信号ＰＬＳは、加減速パルスを発生するためのデジタ
ル値であり、図示しないプログラムメモリ等の記憶手段に格納され保存されており、規定
のタイミングで加算器１６２からの出力信号に加算される。
【０１３１】
　また、加算器１６２に供給される信号ＳＷＰは掃引信号を発生するためのデジタル値で
あり、図示しないプログラムメモリ等の記憶手段に格納され保存されたステップ数に応じ
た、規定の演算周期での積算演算によるカウンタ作用によって、規定のタイミングで加算
器１６２からの出力信号に加算される。
【０１３２】
　図５の選択部１５２は、選択部１５１によって選択された、ニアフィールド位置制御に
基づく出力信号及びファーフィールド位置制御に基づく出力信号のうちいずれの出力信号
を、加算器１６１に供給するか否かを、選択信号ＳＥＬ２に応じて決定し、決定された出
力信号を加算器１６１に向けて出力する。
【０１３３】
　図４に示したように、状態判断モード制御部２３０は、ファーフィールド位置制御又は
ニアフィールド位置制御が閉ループ状態にある場合、選択信号ＳＥＬ２をＨｉｇｈとし、
ニアフィールド位置制御に基づく出力信号又はファーフィールド位置制御に基づく出力信
号を出力する。他方で、状態判断モード制御部２３０は、加速パルスを印加している加速
期間Ｓｕｐ又は減速パルスを印加している減速期間ＳＤ１、ＳＤ２では、選択信号ＳＥＬ
２をＬｏｗとする。この選択信号ＳＥＬ２がＬｏｗレベルの場合、選択部１５２は、例え
ばＧＮＤレベル（即ち、基準レベル、或いは、デジタル値としてのゼロ）を選択し、出力
信号として出力する。
【０１３４】
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　この結果、加算器１６１の出力信号Ｄ1は、繰り返し制御部１３０の出力信号と同じ信
号がそのまま出力されるので、情報記録媒体１０の回転が一回転分だけ以前にサンプリン
グしたデータが更新されずに、繰り返し制御部１３０のローパスフィルタＬＰＦ１３１に
再び入力されることになり、回転同期メモリ１３５におけるメモリ更新処理が停止される
。
【０１３５】
　状態判断モード制御部２３０、及び選択部１５２によって、本発明に係る「更新停止手
段」の一例が構成される。また、上述したレンズダウンの動作やレンズアップの動作が行
われる所謂、掃引期間では、状態判断モード制御部２３０は、初期化信号ＣＬＲを発令し
て、回転同期メモリ１３５に格納される値は、例えばゼロ等の基準値に初期化される。
【０１３６】
　尚、図４中の減速期間ＳＤ１の終了時点以降、ロック信号ＬＫ１がＨｉｇｈとなってお
り、ニアフィールド位置制御の実行が選択される期間によって、本発明に係る「第１期間
」の一例が構成されている。図４中の加速期間Ｓｕｐの開始時点から減速期間ＳＤ１の終
了時点までの遷移期間Ｔｗによって、本発明に係る「遷移期間」の一例が構成されている
。また、図４中の減速期間ＳＤ２の終了時点から加速期間Ｓｕｐの開始時点までのファー
フィールド位置制御の実行が選択される期間によって、本発明に係る「第２期間」の一例
が構成されている。
【０１３７】
　また、図５に示される、繰り返し制御を行う構成要素は、例えばＡＤ変換器やＤＡ変換
器を内臓したデジタルシグナルプロセッサ（ＤＳＰ：Digital Signal Processor）のハー
ドウェアとして実現可能であり、各構成要素が行う処理は、ソフトウェアによるアルゴリ
ズムによって構成可能である。
【０１３８】
　＜繰り返し制御部の動作原理＞
　次に、図６を参照して繰り返し制御部の動作原理について説明する。ここに、図６は、
第１実施形態に係る繰り返し制御の一具体例として、面触れ量と、回転クロックとの関係
を図式的に示したグラフ（図６（ａ））、及び、所定の回転クロックに対応する位置にお
ける面触れ量の時系列に沿った変化を図式的に示したグラフ（図６（ｂ））である。
【０１３９】
　図６（ａ）のＦＧ１乃至ＦＧ３６０などに示されるように、基準クロック周期によって
一義的に定義可能な回転クロックに対応される情報記録媒体の回転角度毎に、変化する面
振れ量を特定可能である。通常、情報記録媒体の回転角度の半径上の内周側に近づくに従
って、面振れ量は小さくなり、情報記録媒体の回転角度の半径上の外周側に近づくに従っ
て、面振れ量は大きくなるが、その面振れ量の変化や変化の度合いが、情報記録媒体が一
回転する期間、言い換えると、1トラックピッチだけ半径方向に光の照射が移動する期間
において、大きく変化することはない。
【０１４０】
　具体的には、回転クロックＦＧ６に対応される情報記録媒体の回転角度においては、時
間変化、即ち、時刻ｎ－１、時刻ｎ、時刻ｎ＋１という時間の流れに沿って、面振れ量は
、面振れ量Ｗｎ－１、面振れ量Ｗｎ、面振れ量Ｗｎ＋１と変化する。
【０１４１】
　また、図６（ｂ）に示されるように、所定の回転クロックＦＧ６に着目した場合、言い
換えると、回転クロックＦＧ６に対応される情報記録媒体の所定の同一回転角度に着目し
た場合、面振れ量は時系列に沿って、言い換えると、同一回転角度において半径方向に延
びる方向に沿って変化する。具体的には、回転クロックＦＧ６に対応される情報記録媒体
のトラック上の位置においては、時間変化、即ち、時刻ｎ－１、時刻ｎ、時刻ｎ＋１とい
う時間の流れに沿って、面振れ量は、面振れ量Ｗｎ－１、面振れ量Ｗｎ、面振れ量Ｗｎ＋
１と変化する。繰り返し制御の基本処理は、同一回転角度における過去の情報、即ち、同
一回転角度における情報のみを用いて積分処理する（図５中のＬＰＦ１３２を参照）こと
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により、現在の回転角における補正値（図５中のＬＰＦ１３３の出力を参照）を算出する
。したがって、回転に同期していない非同期成分は除去される。さらに、単純な時間経過
方向（言い換えると、典型的には、トラックを光がトレースすることにより時間経過に従
い回転角度が変化する位置方向若しくはトラックの接線方向）には帯域制限（図５中のＬ
ＰＦ１３１とＬＰＦ１３３とを参照）は実施されるが、主たる作用である前述の積分処理
は作用しない。このため、回転角度の変化に対する時間的な波形変化である面振れ成分の
高周波成分は減衰せず維持される。面振れ成分は、回転に同期した同期成分である。一方
、非同期成分は面振れと直接関係のない例えば電源変動等のノイズ成分が多く含まれる。
したがって、繰り返し制御を実行することにより、回転に同期した面振れ成分を、ノイズ
の影響を受けることなく効果的に抑制できる。本実施形態に係る繰り返し制御部１３０は
、このような、回転クロックに対応される情報記録媒体の回転角度、及び、時刻という２
種類の変数を入力情報として、面振れ量を一義的に特定可能であり、この特定された面振
れ量に相当する面振れ成分の影響を低減するための補正信号を回転クロック、即ち、回転
位相角に同期して出力する。これにより、ファーフィールド位置制御及びニアフィールド
位置制御における固体浸レンズの引き込み動作を制御する際に面振れ成分による外乱が発
生するのを防止可能である。
【０１４２】
　＜第１実施形態における作用と効果の第１の検討＞
　次に、上述した図１乃至図５を参照して、第１実施形態に係る情報記録再生装置の作用
と効果とについて、面振れ成分による外乱を防止可能な効果に着目して検討する。
【０１４３】
　上述した図１乃至図５に示したように、第１実施形態に係るファーフィールド位置エラ
ー生成部１２０によるファーフィールド位置制御が実行されている最中に、繰り返し制御
部１３０の回転同期メモリ１３５に、情報記録媒体１０の回転に同期した面振れ成分を事
前に学習し、面触れ成分に関する情報を格納しておく。
【０１４４】
　次に、加減速パルス生成部１８０は、加速期間Ｓｕｐに加速用のパルス信号ＰＬＳを発
生させ、ファーフィールド位置からニアフィールド位置に近接するようにギャップ長を減
少するために、固体浸レンズの上昇速度を増加する。
【０１４５】
　ロック信号ＬＫ１がＬｏｗからＨｉｇｈに変化した場合、固体浸レンズの上昇速度を減
少するために減速用のパルス信号ＰＬＳを発生させ、その後、ニアフィールド位置制御の
制御ループをクローズする。
【０１４６】
　この加速用のパルス信号（図４中の加速期間Ｓｕｐを参照）の印加から減速用のパルス
信号（図４中の減速期間ＳＤ１を参照）の印加までの期間は、図４中の遷移期間Ｔｗに示
されるように、ファーフィールド位置制御からニアフィールド位置制御への遷移期間であ
るとして、繰り返し制御の実行を継続した状態下で、選択信号ＳＥＬ２をＨｉｇｈからＬ
ｏｗへ変化させ、回転同期メモリ１３５の更新を停止する。
【０１４７】
　即ち、繰り返し制御部１３０は、この遷移期間Ｔｗにおいて、回転同期メモリ１３５か
ら例えば１回転前までなどの過去において学習した面振れ成分の影響を低減するための補
正信号を回転位相角に同期して出力する。これにより、この遷移期間Ｔｗでの位置制御に
おいて、面振れ成分による外乱が発生するのを防止可能である。
【０１４８】
　このように、本実施形態によれば、面振れ成分の影響を低減するための繰り返し制御を
、ファーフィールド位置制御及びニアフィールド位置制御の実行期間に加えて加速用及び
減速用のパルス信号によるフィードフォワード制御の実行期間において、常時実行する。
特に、ファーフィールド位置制御からニアフィールド位置制御へ移行する際の加速用及び
減速用のパルス信号によるフィードフォワード制御の実行期間において、面振れ成分の影
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響を低減するための繰り返し制御を、回転同期メモリ１３５の更新を停止しつつ、実行す
る。
【０１４９】
　この結果、固体浸レンズの上昇速度の加速及び減速が行われるファーフィールド位置制
御からニアフィールド位置制御への遷移期間Ｔｗにおいて、面振れ成分による外乱を効果
的に防止することが可能である。また、加速用及び減速用のパルス信号によるフィードフ
ォワード制御を実行することにより、ファーフィールド位置制御からニアフィールド位置
制御へ高速且つ適切に移行することが可能である。特に、フィードフォワード制御は、フ
ィードバック制御に比較して、より迅速な応答性を有するので、実践上、大変有益である
。
【０１５０】
　仮に、加速用及び減速用のパルス信号によるフィードフォワード制御を実行しない場合
、典型的には、ファーフィールド位置制御の制御ループを閉じた状態にし、ファーフィー
ルド位置制御の制御目標値を変更して、レンズをニアフィールド領域に近接させた後、フ
ァーフィールド位置制御からニアフィールド位置制御へ変更した場合、次のような技術的
な問題点が生じる。
【０１５１】
　エキスパンダレンズ間隔をモータによって駆動することにより、ファーフィールド位置
制御の目標値を変更する場合を例にとって説明する。
【０１５２】
　エキスパンダは、通常、凹レンズと凸レンズの組み合わせで構成され、レンズ間距離を
変更する機構を有している。また、レンズ間距離移動は、一般的には、ステッピングモー
タと送りネジによる機構で構成される。ステッピングモータは入力パルス数に応じて回転
位置を変化させることができるので、回転位置センサが不要になる利点を有しているが、
高速回転には不向きであり、レンズ間距離移動にはおのずと時間がかかる。また高速移動
する他の機構も考えられるが、位置検出するためのセンサが別途必要になりコストが高く
なる。したがって、ステッピングモータを用いたエキスパンダを用いて、ファーフィール
ド位置制御から、ニアフィールド位置制御への移行する際に大幅に時間が掛かってしまい
、ひいては、情報記録再生装置におけるコンテンツ情報の記録開始又は再生開始までの時
間が長時間化してしまい、ユーザの待機時間が長くなってしまうという技術的な問題点が
生じる。
【０１５３】
　＜第１実施形態における作用と効果の第２の検討＞
　次に、上述した図３を参照して、第１実施形態に係る情報記録再生装置の作用と効果と
についてＳＩＬ底面での光の干渉作用の影響を低減可能な効果に着目して検討する。
【０１５４】
　上述したように、本実施形態では、面振れ成分の影響を低減するための繰り返し制御を
、ファーフィールド位置制御及びニアフィールド位置制御の実行期間に加えて加速用及び
減速用のパルス信号によるフィードフォワード制御の実行期間において、常時実行する。
これにより、ＳＩＬ底面での光の干渉作用による位置検出ノイズを効果的に抑制すること
が可能である。詳細には、上述した図３に示したように、ファーフィールド位置制御用の
戻り光量ＤＴ２は、近接場領域に近づくに従って、光源から出射される光の波長の「１／
２」の周期で、大きく振動し、振動の際の振幅が増大するので位置検出の精度が低下する
傾向にある。この振動する理由は、ＳＩＬ底面での光の干渉作用に起因することが知られ
ている。この振動は、光源から出射される光の波長とギャップ長とに依存しているが、情
報記録媒体１０の回転運動には同期していない。このため、本実施形態に係る繰り返し制
御による学習を数回転分に相当する時間だけ実行すれば、回転に同期していない非同期成
分として十分に除去可能である。
【０１５５】
　仮に、ファーフィールド位置制御からニアフィールド位置制御へ移行する際に、上述し
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た加速用及び減速用のパルス信号によるフィードフォワード制御を実行しない場合、典型
的には、ファーフィールド位置制御の制御ループを閉じた状態にし、ファーフィールド位
置制御の制御目標値を変更して、レンズをニアフィールド領域に近接させた後、ファーフ
ィールド位置制御からニアフィールド位置制御へ変更した場合、次のような技術的な問題
点が生じる。即ち、この場合、近接場領域に近づくに従って、上述したＳＩＬ底面での光
の干渉作用に起因したファーフィールド位置制御用の戻り光量ＤＴ２の振動の影響が大き
くなってしまい、ファーフィールド位置制御からニアフィールド位置制御へ移行する際の
ファーフィールド位置制御が不安定になってしまい、その結果、ニアフィールド位置制御
に移行後のフィードバック制御も不安定となってしまい、ひいては、レンズがディスクに
衝突する不具合いが生じてしまう。このように、上述した加速用及び減速用のパルス信号
によるフィードフォワード制御を実行しない場合、高精度且つ迅速な位置制御の実現が困
難となってしまうという技術的な問題点が生じる。
【０１５６】
　これに対して、本実施形態によれば、ファーフィールド位置制御からニアフィールド位
置制御へ移行する際に、上述した加速用及び減速用のパルス信号によるフィードフォワー
ド制御を実行する。と共に、面振れ成分の影響を低減するための繰り返し制御を、ファー
フィールド位置制御及びニアフィールド位置制御の実行期間に加えて加速用及び減速用の
パルス信号によるフィードフォワード制御の実行期間において、常時実行する。これによ
り、近接場領域に近づくに従って、上述したＳＩＬ底面での光の干渉作用に起因したファ
ーフィールド位置制御用の戻り光量ＤＴ２の振動が大きくなるという現象の影響を殆ど又
は完全に無くすことが可能である。この結果、上述したＳＩＬ底面での光の干渉作用の影
響を殆ど又は完全に無くすことが可能である。
【０１５７】
　＜第１実施形態における作用と効果の第３の検討＞
　次に、図７を参照して、第１実施形態に係る情報記録再生装置の作用と効果とについて
ファーフィールド位置制御からニアフィールド位置制御へ移行する際の出力信号の連続性
に着目して検討する。ここに、図７は、第１実施形態に係るファーフィールド位置制御か
らニアフィールド位置制御への移行時での、繰り返し制御部の３種類のローパスフィルタ
からの出力信号の信号波形、制御選択信号、ロック信号、減速指令信号、及び加速指令信
号における、時間的な相関関係を示したタイミングチャートである。尚、図７は、制御選
択信号ＳＥＬ１がＬｏｗからＨｉｇｈへ変化するファーフィールド位置制御からニアフィ
ールド位置制御へ遷移する遷移期間を示している。また、図７中の横軸は時間軸を示し、
縦軸は各種の出力信号の値を示す。
【０１５８】
　上述した第１実施形態によれば、ファーフィールド位置エラー生成部１２０によるファ
ーフィールド位置制御が実行されている最中に、繰り返し制御部１３０の回転同期メモリ
１３５に、情報記録媒体１０の回転に同期した面振れ成分を事前に学習し、面触れ成分に
関する情報を格納しておく。そして、繰り返し制御部１３０は、加速用及び減速用のパル
ス信号によるフィードフォワード制御の実行期間（図７中の加速期間Ｓｕｐと減速期間Ｓ
Ｄ１との間の期間を参照）であると共に、ファーフィールド位置制御からニアフィールド
位置制御への遷移期間において、回転同期メモリ１３５から過去において学習した面振れ
成分の影響を低減するための補正信号を回転位相角に同期して出力する。これにより、こ
の遷移期間において、面振れ成分による外乱が発生するのを防止可能である。
【０１５９】
　加えて、ファーフィールド位置制御と、ニアフィールド位置制御とにおいて、繰り返し
制御を実行する際に用いる回転同期メモリ１３５を共有する構成とする。これにより、フ
ァーフィールド位置制御からニアフィールド位置制御へ移行した直後も、ファーフィール
ド位置制御において過去に学習した面振れ成分に関する情報を継続的に使用可能である。
この結果、ファーフィールド位置制御からニアフィールド位置制御への移行を、情報記録
媒体の面振れ成分の影響を低減しつつ、円滑且つ連続的に実現可能である。
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【０１６０】
　本願発明者らの研究によれば、このような第１実施形態によって、図７に示されるよう
に、ファーフィールド位置制御からニアフィールド位置制御へ移行する際、上述したフィ
ードフォワード制御及び繰り返し制御が行われることによって、ローパスフィルタＬＰＦ
１３１、ＬＰＦ１３２、ＬＰＦ１３３からの出力信号の出力波形の連続性が維持されてい
ることが判明している。
【０１６１】
　以上の結果、本実施形態によれば、例えばファーフィールド位置制御及びニアフィール
ド位置制御等の制御帯域が大きく異なる２種類の位置制御間での移行時間（又は切り替え
時間）の短縮化と、これら２種類の位置制御との間での安定的且つ連続的な移行（又は切
り替え動作）との両立を実現可能である。
【０１６２】
　＜第１実施形態における作用と効果の第４の検討＞
　次に、図８に加えて、上述した図３及び図５を適宜参照して、第１実施形態における作
用と効果とを、繰り返し制御部をニアフィールド位置エラー生成部及びファーフィールド
位置エラー生成部の後段側に設けた構成に着目して検討する。ここに、図８は、第１実施
形態に係る固体浸レンズの位置制御に用いるアクチュエータ等の駆動手段の伝達特性とし
て、周波数とゲインとの関係の一例を示したグラフである。尚、周波数ｆ0は、アクチュ
エータの固有振動周波数を意味し、周波数ｆｈは、アクチュエータを構成する機構が有す
る高次の共振周波数を意味する。
【０１６３】
　上述の図３に示されるように、ギャップ長（図３の横軸を参照）に対する、戻り光量（
図３の縦軸を参照）の変化の割合、即ち、傾きが位置検出感度に相当するので、一般的に
次の式（１）の大小関係を有する。
【０１６４】
　ニアフィールド位置制御用の戻り光量ＤＴ１の位置検出感度　＞　
　ファーフィールド位置制御用の戻り光量ＤＴ２の位置検出感度　……　（１）
　また、ニアフィールド位置制御の制御ループは、ｎｍ（nanometer：ナノメートル）オ
ーダの超精密位置制御である。他方、ファーフィールド位置制御の制御ループは、μm（
マイクロメートル）オーダの精密位置制御であるので、これら２種類の制御ループは、次
の式（２）の大小関係を有する。
【０１６５】
　ニアフィールド位置制御の制御ループ帯域　＞　
　ファーフィールド位置制御の制御ループ帯域　……　（２）
　更に、加えて、本実施形態では、アクチュエータを構成する機構が有する高次の共振周
波数ｆｈ及びアクチュエータの固有振動周波数ｆ０に対して、次の式（３）の条件を満た
すように、制御ループ帯域を設定している。
【０１６６】
　高次の共振周波数ｆｈ　＞　ニアフィールド位置制御の制御ループ帯域　
　＞　ファーフィールド位置制御の制御ループ帯域　＞　固有振動周波数ｆ０　……（３
）
　このように、本実施形態によれば、上記の式（１）の条件、式（２）の条件、式（３）
の条件という三つの条件を全て満たすように、ゲイン設定部１１３におけるゲイン量（利
得量）と、ゲイン設定部１２３におけるゲイン量とが夫々独立して設定されてよい。
【０１６７】
　加えて、本実施形態によれば、上述の図１及び図５に示したように、繰り返し制御部１
３０を、ニアフィールド位置エラー生成部１１０及びファーフィールド位置エラー生成部
１２０における出力側、即ち、ゲイン設定部１１３、１２３より後段側、言い換えると、
両制御モードのいずれか一方を選択する選択部１５１の出力側に設けた構成を有する。
【０１６８】
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　一般的には、繰り返し制御の出力（即ち、本発明に係る「メモリ出力手段」の出力）は
、ファーフィールド位置制御及びニアフィールド位置制御の位置制御における目標値と、
実際の値との偏差である制御残差、所謂、エラーに加算する構成とする。
【０１６９】
　これに対して、本実施形態では、繰り返し制御の出力は、ニアフィールド位置制御及び
ファーフィールド位置制御におけるゲイン設定部１１３、１２３の出力、言い換えると、
制御モードの選択後における位相補償部１１５、１２５の出力、更に言い換えると、制御
対象であるレンズアクチュエータを駆動するレンズ駆動部３０に供給される出力ＤＲＶに
加算している点に特徴がある。この本実施形態に係る構成の作用及び効果について説明す
る。第１エラー信号の検出感度は高い。具体的には、ギャップ長、１ナノメートル当たり
の出力電圧は数ボルトであり、検出感度の単位は「Ｖｏｌｔ／ナノメートル」である。一
方、第２エラー信号の検出感度は低い。具体的には、ギャップ長、１マイクロメートル当
たりの出力電圧は数ボルトであり、検出感度の単位は「Ｖｏｌｔ／マイクロメートル」で
ある。
【０１７０】
　このように、ニアフィールド位置制御及びファーフィールド位置制御の両者における検
出感度の違いによるゲインの差は顕著に大きい。このため、仮に、繰り返し制御の出力を
、上述した制御残差、所謂、エラーに加算した場合、繰り返し制御の出力においてニアフ
ィールド位置制御及びファーフィールド位置制御に夫々対応してゲイン補正を行う必要性
が生じてしまう。
【０１７１】
　これに対して、本実施形態では、繰り返し制御の出力は、ゲイン設定部１１３、１２３
の出力、言い換えると、制御モードの選択後における位相補償部１１５、１２５の出力、
更に言い換えると、制御対象であるレンズアクチュエータを駆動するレンズ駆動部３０に
供給される出力ＤＲＶに加算される。これにより、レンズ駆動部３０における駆動回路や
、制御対象であるレンズアクチュエータにおけるゲイン調整に関しては、ニアフィールド
位置制御及びファーフィールド位置制御の両方の位置制御において同じであるので、繰り
返し制御の出力が出力ＤＲＶに加算された後のレンズ駆動に関する構成を、両方の位置制
御において共通化することができる。このように、ニアフィールド位置制御及びファーフ
ィールド位置制御の両方の位置制御において繰り返し制御部１３０のメモリを共用し、繰
り返し制御の出力を共用する。これにより、繰り返し制御における通常の制御ループにお
けるゲイン設定を行いさえすれば、両方の位置制御におけるゲインの最適化が共通して同
時に行われたことになる。言い換えると、ニアフィールド位置制御に対応した繰り返し制
御用のゲインの最適化と、ファーフィールド位置制御に対応した繰り返し制御用のゲイン
の最適化とが、繰り返し制御における通常の制御ループにおけるゲイン設定によって代用
されたことになる。これにより、本実施形態では、両方の位置制御に夫々対応して、繰り
返し制御の補正値を加算するための特別なゲイン設定手段を別途追加する必要がない。こ
れにより、本実施形態では、部品点数の増加を防止できるので実践上、大変有益である。
【０１７２】
　この結果、（i）ダイナミックレンジの向上を重視し、より低い制御ループ帯域が好適
であるファーフィールド位置制御のゲイン量と、制御の精度を重視し、より高い制御ルー
プ帯域が好適であるニアフィールド位置制御のゲイン量とを互いに独立して夫々設定可能
である事と、（ii）繰り返し制御部１３０の回転同期メモリ１３５を共有化し、過去に学
習した面振れ成分に関する情報を継続的に使用し、ファーフィールド位置制御及びニアフ
ィールド位置制御のうちいずれか一方からいずれか他方への移行を、情報記録媒体の面振
れ成分の影響を低減しつつ、円滑且つ連続的に実現可能である事とを両立することができ
る。
【０１７３】
　＜第２実施形態＞
　次に、図９を参照して、第２実施形態に係る情報記録再生装置について説明する。尚、



(28) JP WO2011/004497 A1 2011.1.13

10

20

30

40

50

第２実施形態に係る構成要素においては、上述した第１実施形態に係る構成要素と概ね同
様である構成要素については同一の符号番号を付し、それらの説明は適宜省略する。ここ
に、図９は、第２実施形態に係る加速用のパルス信号の一例と、減速用のパルス信号の一
例とを示したタイミングチャートである。
【０１７４】
　第２実施形態に係る情報記録再生装置は、速度推定部２４０として、速度検出カウンタ
器を備えて構成されている。
【０１７５】
　図９に示されるように、ファーフィールド位置制御からニアフィールド位置制御へ移行
する際に、加速パルス幅ＴＡでの加速用のパルス信号によって、レンズを一端加速する。
と同時に、速度検出部２４０としての速度検出カウンタ器による速度検出カウンタのカウ
ント処理の実行を開始する。
【０１７６】
　ニアフィールド位置に近接しギャップ長が減少した場合、図９に示されるように、ニア
フィールド位置制御用の戻り光量ＤＴ１が規定レベルＴｈ1に到達した場合、ニアフィー
ルド位置制御用のロック検出信号ＬＫ１はＬｏｗからＨｉｇｈに変化される。ニアフィー
ルド位置制御用のロック検出信号ＬＫ１がＨｉｇｈに変化した場合、速度検出カウンタ器
によるカウント処理は停止する。
【０１７７】
　速度検出カウンタのカウント値Ｔ1が大きい場合、レンズの相対移動速度は低くなり、
速度検出カウンタのカウント値Ｔ1が小さい場合、レンズの相対移動速度は高くなること
が推定される。そこで、カウント値Ｔ1に逆比例した信号波の高さを有するパルス信号を
、減速用のパルス信号として印加する。
【０１７８】
　即ち、減速パルス幅ＴＢでの減速用のパルス信号の信号波の高さＢｒｋ1は、次の式（
４）によって示される。
【０１７９】
　Ｂｒｋ１　＝　Ｋ　／　Ｔ１　　……　（４）
　但し、Ｋ：係数。
【０１８０】
　即ち、レンズの相対移動速度が高い場合、速度検出カウンタのカウント値Ｔ1がより小
さくなるので、信号波の高さＢｒｋ1がより大きい、より強いブレーキを実行可能である
。他方、レンズの相対移動速度が低い場合、速度検出カウンタのカウント値Ｔ１がより大
きくなるので、信号波の高さＢｒｋ１がより小さい、より弱いブレーキを実行可能である
。即ち、「1／Ｔ１」が速度推定量ＶＤＴとなるので、速度検出カウンタ器は、本発明に
係る速度推定手段の一例を構成する。
【０１８１】
　このように、レンズの相対移動速度が高い場合は、より強いブレーキを実行し、レンズ
の相対移動速度が低い場合は、より弱いブレーキを実行することにより、ファーフィール
ド位置制御からニアフィールド位置制御へ移行する制御モードの移行時のオーバシュート
の発生を抑制し、ニアフィールド位置制御における固体浸レンズの引き込み動作を安定的
且つ迅速に実行することが可能である。
【０１８２】
　更に、加えて、減速パルス幅ＴＢと加速パルス幅ＴＡは、次の式（５ａ）及び式（５ｂ
）に示されるように、上述の図８で示したアクチュエータの伝達特性における高次共振周
波数ｆｈの逆数である周期より長く設定してよい。
【０１８３】
　ＴＡ　＞　1／ｆｈ　　……　（５ａ）
　ＴＢ　＞　1／ｆｈ　　……　（５ｂ）
　このように、加速パルス幅ＴＡは、式（５ａ）の条件を満たすように設定されることに
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より、加速時に、上述の図８で示した、固体浸レンズの位置制御に用いるアクチュエータ
等の駆動手段の伝達特性における高次の共振周波数ｆｈの周波数成分が印加される度合い
を効果的に低減することが可能である。これにより、加速時にアクチュエータの高次共振
を誘発する可能性を低くさせ、ニアフィールド位置制御における固体浸レンズの引き込み
動作、所謂、合焦点動作を安定的且つ迅速に実行することが可能である。
【０１８４】
　概ね同様にして、減速パルス幅ＴＢは、式（５ｂ）の条件を満たすように設定されるこ
とにより、減速時に、上述の図８で示した、固体浸レンズの位置制御に用いるアクチュエ
ータ等の駆動手段の伝達特性における高次の共振周波数ｆｈの周波数成分が印加される度
合いを効果的に低減することが可能である。これにより、減速時にアクチュエータの高次
共振を誘発する可能性を低くさせ、ニアフィールド位置制御における固体浸レンズの引き
込み動作、所謂、合焦点動作を安定的且つ迅速に実行することが可能である。
【０１８５】
　尚、図９では、速度検出部２４０としての速度検出カウンタ器により、ニアフィールド
位置制御用の戻り光量ＤＴ１が規定レベルＴｈ1に到達するまでの時間に相当するカウン
タ値Ｔ１を取得し、速度情報に変換する速度を検出する一例を示したが、この速度検出カ
ウンタ器に加えて又は代えて、上述の図１に示したニアフィールド位置制御用の戻り光量
ＤＴ１から直接的に速度を測定し、速度推定量ＶＤＴの信号を出力する速度測定部を用い
て良い。
【０１８６】
　＜第３実施形態＞
　次に、図１０を参照して、第３実施形態に係る情報記録再生装置について説明する。尚
、第３実施形態に係る構成要素においては、上述した第１及び第２実施形態に係る構成要
素と概ね同様である構成要素については同一の符号番号を付し、それらの説明は適宜省略
する。ここに、図１０は、第３実施形態に係る速度推定部としての速度オブザーバの構成
を示したブロック図である。
【０１８７】
　第３実施形態に係る情報記録再生装置は、速度推定部２４０として、速度オブザーバを
備えて構成されている。
【０１８８】
　速度オブザーバ（Velocity observer）は、レンズを駆動するアクチュエータのモデル
として２次遅れ系近似モデルを用いて、ニアフィールド位置制御用の戻り光量ＤＴ１に応
じた位置検出信号ＳＤＴ１によって決定されるギャップ長の変化の加速度を生じさせる電
流量を入力量とし、ギャップ長に一義的に対応したギャップ位置を出力量とすることによ
り、ギャップ長の変化の速度、即ち、速度推定量ＶＤＴを推定する。概ね同様にして、速
度オブザーバは、ファーフィールド位置制御用の戻り光量ＤＴ２に応じた位置検出信号Ｓ
ＤＴ２決定されるギャップ長の変化の加速度を入力量とし、ギャップ長を出力量とするこ
とにより、ギャップ長の変化の速度、即ち、速度推定量ＶＤＴを推定してよい。尚、速度
推定部２４０として、速度オブザーバによって、本発明に係る「第１観測手段」、「速度
推定手段」及び「第２観測手段」の一例が構成されている。
【０１８９】
　図１０に示されるように、速度推定部２４０としての速度オブザーバは、ＡＤ変換器４
０１、係数Ｋ１を乗算する係数乗算部４０２、加算器４０３、積分器４０４、加算器４０
５、係数Ｋ２を乗算する係数乗算部４０６、積分器４０７、係数Ｋ３を乗算する係数乗算
部４０８、係数Ｋ４を乗算する係数乗算部４０９を備えて構成されている。
【０１９０】
　図１０に示されるように、ニアフィールド位置制御用の戻り光量ＤＴ１に応じた位置検
出信号ＳＤＴ１が、ＡＤ変換器４０１によってＡＤ変換される。係数乗算部４０２によっ
て、ＡＤ変換された戻り光量ＤＴ１に応じた位置検出信号ＳＤＴ１に係数Ｋ１が乗算され
る。係数乗算部４０６によって、ＡＤ変換された戻り光量ＤＴ１に応じた位置検出信号Ｓ
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ＤＴ１に係数Ｋ２が乗算される。積分器４０４によって、加算器４０３を介して入力され
るニアフィールド位置制御用の戻り光量ＤＴ１に応じた位置検出信号ＳＤＴ１に基づいて
一義的に検出可能なギャップ長の加速度に関する情報信号が積分され、速度に関する情報
信号として出力される。特に、ニアフィールド位置制御用の戻り光量ＤＴ１に応じた位置
検出信号ＳＤＴ１に基づいて一義的に検出可能なギャップ長の加速度に関する情報信号は
、ＡＤ変換器４０１のサンプリング周波数などに基づいて定義可能である。積分器４０７
によって、加算器４０５を介して、ニアフィールド位置制御用の戻り光量ＤＴ１に基づい
て一義的に検出可能なギャップ長の速度に関する情報信号が積分され、距離に関する情報
信号として出力される。出力された距離に関する情報信号は、係数乗算部４０８によって
係数Ｋ３が乗算された後、加算器４０５に入力される。この加算器４０５においては、加
算処理の入力情報として（i）積分器４０４から出力された速度に関する情報信号と、（i
i）係数乗算部４０８によって係数Ｋ３が乗算された距離に関する情報信号とが、状態フ
ィードバックされる。加えて、この加算器４０５においては、係数乗算部４０６によって
、係数Ｋ２が乗算された戻り光量ＤＴ１の情報信号が加算される。これにより、ニアフィ
ールド位置制御用の戻り光量ＤＴ１に基づいて一義的に検出可能なギャップ長の速度に関
する情報信号が、この加算器４０５における加算処理の出力から速度オブザーバの出力信
号として出力される。
【０１９１】
　また、積分器４０７から出力された距離に関する情報信号は、係数乗算部４０９によっ
て係数Ｋ４が乗算された後、加算器４０３に状態フィードバックされる。
【０１９２】
　尚、係数Ｋ１、係数Ｋ２、係数Ｋ３、及び係数Ｋ４は、（i）固体浸レンズの位置制御
に用いるアクチュエータにおけるモデルの伝達特性、（ii）アクチュエータ駆動回路の伝
達ゲイン、（iii）Ａ/Ｄ変換の変換における感度等のノミナル値から一義的に決定可能で
ある。詳細には、固体浸レンズの位置制御に用いるアクチュエータ等の駆動手段において
、制御入力としての供給電流から、制御出力としてのアクチュエータの駆動位置までの伝
達特性は、例えばボイスコイル型の駆動手段では、上述の図８で示したように２次遅れ系
モデルで概ね近似することが可能である。
【０１９３】
　尚、図１０に示された速度推定部２４０としての速度オブザーバは、所謂、同一次元型
オブザーバであり、制御対象が２次遅れ系モデルなので、２個の積分器４０４、４０７を
備えて構成される。
【０１９４】
　このように、速度推定部２４０としての速度オブザーバは、ニアフィールド位置制御用
の戻り光量ＤＴ１に基づいて一義的に検出可能なギャップ長から速度推定量ＶＤＴを推定
するために微分器を含まないで構成可能である。この結果、観測したギャップ長等の位置
情報に含まれる観測ノイズの影響を効果的に低減させ、Ｓ／Ｎ比を向上可能である。何故
ならば、この観測ノイズは、高周波数帯域に集中する度合いが大きいため、観測したギャ
ップ長等の位置情報を微分器によって微分した場合、この観測ノイズは増大してしまう。
これに対して、第３実施形態に係る速度推定部としての速度オブザーバは、微分器の代わ
りに積分器によって構成されるので、観測ノイズの影響を効果的に低減させ、Ｓ／Ｎ比を
向上可能である。
【０１９５】
　尚、上述した実施形態では、ファーフィールド位置制御からニアフィールド位置制御へ
移行する制御モードの移行を行う情報記録再生装置について説明したが、本発明は、ニア
フィールド位置制御からファーフィールド位置制御へ移行する制御モードの移行を行う情
報記録再生装置にも適用可能である。
【０１９６】
　尚、上述した実施形態では、繰り返し制御として、情報記録媒体の面振れの影響を低減
する処理を行う情報記録再生装置について説明したが、本発明は、繰り返し制御として、
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例えば情報記録媒体の記録面での記録特性を補正する処理などの他の処理を行う情報記録
再生装置にも適用可能である。
【０１９７】
　尚、上述した実施形態では、繰り返し制御の出力は、ニアフィールド位置制御及びファ
ーフィールド位置制御におけるゲイン設定部１１３、１２３の出力、言い換えると、制御
モードの選択後における位相補償部１１５、１２５の出力、更に言い換えると、制御対象
であるレンズアクチュエータを駆動するレンズ駆動部３０に供給される出力ＤＲＶに加算
している構成が示されているが、本実施形態はこの限りでない。即ち、典型的には、繰り
返し制御の出力は、繰り返し制御におけるゲインがニアフィールド位置制御に応じて最適
化された後で、ニアフィールド位置エラー信号Ｅｒｎに加算されてよい。加えて、繰り返
し制御の出力は、繰り返し制御におけるゲインがファーフィールド位置制御に応じて最適
化された後で、ファーフィールド位置エラー信号Ｅｒｆに加算されてよい。この結果、繰
り返し制御におけるゲインを、ニアフィールド位置制御及びファーフィールド位置制御に
夫々適切に対応させ、繰り返し制御の出力をより高精度にギャップの制御に反映させるこ
とが可能である。
【０１９８】
　本発明は、上述した実施形態に限られるものではなく、請求の範囲及び明細書全体から
読み取れる発明の要旨或いは思想に反しない範囲で適宜変更可能であり、そのような変更
を伴う記録再生装置、ギャップ制御方法、ギャップ制御プログラム、並びに、記憶媒体も
また本発明の技術的範囲に含まれるものである。
【産業上の利用可能性】
【０１９９】
　本発明は、例えば、固体浸レンズ（ＳＩＬ：Solid Immersion Lens）を備え、近接場光
を利用した記録再生装置、該記録再生装置が記録再生する記録媒体の媒体表面及び固体浸
レンズ間のギャップを制御するギャップ制御方法、ギャップ制御プログラム、並びに、記
憶媒体に利用可能である。
【符号の説明】
【０２００】
　１…情報記録再生装置、１０…情報記録媒体、２０…光学系、２１…固体浸レンズ、２
２…レンズアクチュエータ、２３…対物レンズ、３０…レンズ駆動部、４０…スピンドル
モータ、５０…回転制御部、６０…回転検出部、１１０…ニアフィールド位置エラー生成
部、ＡＤ１１１…ＡＤ変換器、１１２…減算器、１１３…ゲイン設定部、１１５…ニアフ
ィールド位置制御用の位相補償部、１２０…ファーフィールド位置エラー生成部、ＡＤ１
２１…ＡＤ変換器、１２２…減算器、１２３…ゲイン設定部、１２５…ファーフィールド
位置制御用の位相補償部、１３０…繰り返し制御部、ＬＰＦ１３１、ＬＰＦ１３２、ＬＰ
Ｆ１３３…ローパスフィルタ、１３５…回転同期メモリ、１５１…選択部、１５２…選択
部、１６１…加算器、１６２…加算器、１７０…掃引信号生成部、１８０…加減速パルス
生成部、２１０…ニアフィールド位置制御用のロック検出部、２２０…ファーフィールド
位置制御用のロック検出部、２３０…状態判断モード制御部、２４０…速度検出部、３０
０…システム制御部、４０１…ＡＤ変換器、４０２…係数乗算部、４０３…加算器、４０
４…積分器、４０５…加算器、４０６…係数乗算部、４０７…積分器、４０８…係数乗算
部、４０９…係数乗算部、１０１０…半導体レーザ、１０２０…コリメータレンズ、１０
３０…回折格子、１０４０…ビームシェイパ、１０５０…無偏光ビームスプリッタ、１０
６０…偏光ビームスプリッタ、１０７０…エキスパンダ、１０８０…四分の一波長板、１
０９０…ミラー、１１３０…シリンドリカルレンズ、１１４０…四分割受光素子、１１５
０…集光レンズ、１１６０…ギャップエラー用受光素子。
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【手続補正書】
【提出日】平成22年12月16日(2010.12.16)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ディスク状の記録媒体に光を照射する光源と、
　前記記録媒体の媒体表面に近接して配置され、近接場光を生じさせる固体浸レンズと、
　前記照射された光の一部を前記固体浸レンズを介して前記媒体表面に集光する光学系と
、
　前記光の他の一部に起因する前記固体浸レンズの底部からの第１反射光に応じたギャッ
プエラー信号を出力する第１信号生成手段と、
　前記集光された光に起因する前記媒体表面からの第２反射光に応じたフォーカスエラー
信号を出力する第２信号生成手段と、
　前記近接場光が生じる近接場領域内に前記固体浸レンズが前記媒体表面に近接した場合
、前記ギャップエラー信号を選択し、前記近接場領域外に前記固体浸レンズが前記媒体表
面に近接した場合、前記フォーカスエラー信号を選択する選択手段と、
　前記媒体表面及び前記固体浸レンズ間のギャップを制御するギャップ制御ループを流れ
る制御信号として、前記選択されたギャップエラー信号又は前記選択されたフォーカスエ
ラー信号を用いて、前記ギャップを制御する制御手段と、
　前記ギャップエラー信号が選択された第１期間、前記フォーカスエラー信号が選択され
た第２期間、並びに、前記第１期間及び前記第２期間のうちいずれか一方からいずれか他
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方へ遷移する遷移期間において、前記記録媒体の回転角度に応じて発生する前記ギャップ
の偏差に対応した補正値を算出すると共に前記算出された補正値を前記記録媒体の回転に
同期して記憶し、前記記憶された補正値を前記回転に同期して前記ギャップ制御ループを
流れる制御信号に加算するメモリ出力手段と、
　を備えることを特徴とする記録再生装置。
【請求項２】
　前記メモリ出力手段は、前記第１期間、前記第２期間、及び前記遷移期間において記憶
領域を共用して、前記補正値を記憶することを特徴とする請求の範囲第１項に記載の記録
再生装置。
【請求項３】
　前記ギャップエラー信号のゲインを設定する第１ゲイン設定手段と、
　前記フォーカスエラー信号のゲインを設定する第２ゲイン設定手段とを更に備え、
　前記メモリ出力手段は、前記第１ゲイン設定手段の出力側且つ前記第２ゲイン設定手段
の出力側において、前記記憶された補正値を、前記ギャップ制御ループを流れる制御信号
に加算することを特徴とする請求の範囲第１項に記載の記録再生装置。
【請求項４】
　前記メモリ出力手段は、前記選択されたギャップエラー信号に前記記憶された補正値を
加算する、又は、前記選択されたフォーカスエラー信号に前記記憶された補正値を加算す
ることを特徴とする請求の範囲第１項に記載の記録再生装置。
【請求項５】
　前記ギャップエラー信号のゲインを、第１制御帯域で設定する第１ゲイン設定手段と、
　前記フォーカスエラー信号のゲインを、前記第１制御帯域より狭い帯域である第２制御
帯域で設定する第２ゲイン設定手段と
　を更に備えることを特徴とする請求の範囲第１項に記載の記録再生装置。
【請求項６】
　前記遷移期間において、前記固体浸レンズが前記媒体表面に近づく相対速度を減速させ
る減速パルス信号を前記制御手段に出力するパルス生成手段を更に備えることを特徴とす
る請求の範囲第１項に記載の記録再生装置。
【請求項７】
　前記出力されたギャップエラー信号に応じて前記ギャップを観測する第１観測手段と、
　前記観測されたギャップに基づいて前記媒体表面と前記固体浸レンズとの相対速度を推
定する速度推定手段とを更に備え、
　前記パルス生成手段は、前記推定された相対速度が大きくなるに従って、前記減速パル
ス信号の振幅に加えて又は代えてパルス幅を大きくすることを特徴とする請求の範囲第６
項に記載の記録再生装置。
【請求項８】
　前記パルス生成手段は、前記減速パルス信号を前記制御手段に出力する前に、前記固体
浸レンズが前記媒体表面に近づく相対速度を加速させる加速パルス信号を前記制御手段に
出力することを特徴とする請求の範囲第６項に記載の記録再生装置。
【請求項９】
　前記パルス生成手段は、前記減速パルス信号に加えて又は代えて前記加速パルス信号の
パルス幅を、前記固体浸レンズを駆動するアクチュエータの伝達特性における高次共振周
波数の逆数である周期より長くすることを特徴とする請求の範囲第８項に記載の記録再生
装置。
【請求項１０】
　前記減速パルス信号に加えて又は代えて前記加速パルス信号が出力されている期間、前
記メモリ出力手段の記憶内容の更新を停止する更新停止手段を更に備えることを特徴とす
る請求の範囲第８項に記載の記録再生装置。
【請求項１１】
　前記固体浸レンズと前記媒体表面との相対距離を変化可能な掃引手段を更に備えること
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を特徴とする請求の範囲第１項に記載の記録再生装置。
【請求項１２】
　前記出力されたフォーカスエラー信号に応じて前記ギャップを観測する第２観測手段と
、
　前記観測されたギャップが規定値を下回る場合、前記固体浸レンズが前記媒体表面に近
づく相対速度を減速させる所定振幅の減速パルス信号を前記制御手段に出力する他のパル
ス生成手段と
　を更に備えることを特徴とする請求の範囲第１項に記載の記録再生装置。
【請求項１３】
　ディスク状の記録媒体に光を照射する光源と、前記記録媒体の媒体表面に近接して配置
され、近接場光を生じさせる固体浸レンズと、前記照射された光の一部を前記固体浸レン
ズを介して前記媒体表面に集光する光学系と、前記光の他の一部に起因する前記固体浸レ
ンズの底部からの第１反射光に応じたギャップエラー信号を出力する第１信号生成手段と
、前記集光された光に起因する前記媒体表面からの第２反射光に応じたフォーカスエラー
信号を出力する第２信号生成手段と、を備える記録再生装置において、前記ギャップを制
御するギャップ制御方法であって、
　前記近接場光が生じる近接場領域内に前記固体浸レンズが前記媒体表面に近接した場合
、前記ギャップエラー信号を選択し、前記近接場領域外に前記固体浸レンズが前記媒体表
面に近接した場合、前記フォーカスエラー信号を選択する選択工程と、
　前記媒体表面及び前記固体浸レンズ間のギャップを制御するギャップ制御ループを流れ
る制御信号として、前記選択されたギャップエラー信号又は前記選択されたフォーカスエ
ラー信号を用いて、前記ギャップを制御する制御工程と、
　前記ギャップエラー信号が選択された第１期間、前記フォーカスエラー信号が選択され
た第２期間、並びに、前記第１期間及び前記第２期間のうちいずれか一方からいずれか他
方へ遷移する遷移期間において、前記記録媒体の回転角度に応じて発生する前記ギャップ
の偏差に対応した補正値を算出すると共に前記算出された補正値を前記記録媒体の回転に
同期して記憶し、前記記憶された補正値を前記回転に同期して前記ギャップ制御ループを
流れる制御信号に加算するメモリ出力工程と、
　を備えることを特徴とするギャップ制御方法。
【請求項１４】
　コンピュータを備える装置によって実行されるギャップ制御プログラムであって、
　ディスク状の記録媒体に光を照射する光源と、前記記録媒体の媒体表面に近接して配置
され、近接場光を生じさせる固体浸レンズと、前記照射された光の一部を前記固体浸レン
ズを介して前記媒体表面に集光する光学系と、を備える記録再生装置において、
　前記光の他の一部に起因する前記固体浸レンズの底部からの第１反射光に応じたギャッ
プエラー信号を出力する第１信号生成手段と、
　前記集光された光に起因する前記媒体表面からの第２反射光に応じたフォーカスエラー
信号を出力する第２信号生成手段と、
　前記近接場光が生じる近接場領域内に前記固体浸レンズが前記媒体表面に近接した場合
、前記ギャップエラー信号を選択し、前記近接場領域外に前記固体浸レンズが前記媒体表
面に近接した場合、前記フォーカスエラー信号を選択する選択手段と、
　前記媒体表面及び前記固体浸レンズ間のギャップを制御するギャップ制御ループを流れ
る制御信号として、前記選択されたギャップエラー信号又は前記選択されたフォーカスエ
ラー信号を用いて、前記ギャップを制御する制御手段と、
　前記ギャップエラー信号が選択された第１期間、前記フォーカスエラー信号が選択され
た第２期間、並びに、前記第１期間及び前記第２期間のうちいずれか一方からいずれか他
方へ遷移する遷移期間において、前記記録媒体の回転角度に応じて発生する前記ギャップ
の偏差に対応した補正値を算出すると共に前記算出された補正値を前記記録媒体の回転に
同期して記憶し、前記記憶された補正値を前記回転に同期して前記ギャップ制御ループを
流れる制御信号に加算するメモリ出力手段として前記コンピュータを機能させることを特
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徴とするギャップ制御プログラム。
【請求項１５】
　請求の範囲第１４項に記載のギャップ制御プログラムを記憶したことを特徴とする記憶
媒体。
【手続補正書】
【提出日】平成24年1月5日(2012.1.5)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ディスク状の記録媒体に光を照射する光源と、
　前記記録媒体の媒体表面に近接して配置され、近接場光を生じさせる固体浸レンズと、
　前記照射された光の一部を前記固体浸レンズを介して前記媒体表面に集光する光学系と
、
　前記光の他の一部に起因する前記固体浸レンズの底部からの第１反射光に応じたギャッ
プエラー信号を出力する第１信号生成手段と、
　前記集光された光に起因する前記媒体表面からの第２反射光に応じたフォーカスエラー
信号を
出力する第２信号生成手段と、
　前記近接場光が生じる近接場領域内に前記固体浸レンズが前記媒体表面に近接した場合
、前記ギャップエラー信号を選択し、前記近接場領域外に前記固体浸レンズが前記媒体表
面に近接した場合、前記フォーカスエラー信号を選択する選択手段と、
　前記媒体表面及び前記固体浸レンズ間のギャップを制御するギャップ制御ループを流れ
る制御信号として、前記選択されたギャップエラー信号又は前記選択されたフォーカスエ
ラー信号を用いて、前記ギャップを制御する制御手段と、
　前記ギャップエラー信号が選択された第１期間、前記フォーカスエラー信号が選択され
た第２期間、並びに、前記第１期間及び前記第２期間のうちいずれか一方からいずれか他
方へ遷移する遷移期間において、前記記録媒体の回転角度に応じて発生する前記ギャップ
の偏差に対応した補正値を算出すると共に前記算出された補正値を前記記録媒体の回転に
同期して記憶し、前記記憶された補正値を前記回転に同期して前記ギャップ制御ループを
流れる制御信号に加算するメモリ出力手段と、
　前記遷移期間において、前記固体浸レンズが前記媒体表面に近づく相対速度を減速させ
る減速パルス信号を前記制御手段に出力するパルス生成手段と、
　を備えることを特徴とする記録再生装置。
【請求項２】
　前記メモリ出力手段は、前記第１期間、前記第２期間、及び前記遷移期間において記憶
領域を共用して、前記補正値を記憶することを特徴とする請求項１に記載の記録再生装置
。
【請求項３】
　前記ギャップエラー信号のゲインを設定する第１ゲイン設定手段と、
　前記フォーカスエラー信号のゲインを設定する第２ゲイン設定手段とを更に備え、
　前記メモリ出力手段は、前記第１ゲイン設定手段の出力側且つ前記第２ゲイン設定手段
の出力側において、前記記憶された補正値を、前記ギャップ制御ループを流れる制御信号
に加算することを特徴とする請求項１に記載の記録再生装置。
【請求項４】
　前記メモリ出力手段は、前記選択されたギャップエラー信号に前記記憶された補正値を
加算する、又は、前記選択されたフォーカスエラー信号に前記記憶された補正値を加算す
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ることを特徴とする請求項１に記載の記録再生装置。
【請求項５】
　前記ギャップエラー信号のゲインを、第１制御帯域で設定する第１ゲイン設定手段と、
　前記フォーカスエラー信号のゲインを、前記第１制御帯域より狭い帯域である第２制御
帯域で設定する第２ゲイン設定手段と
　を更に備えることを特徴とする請求項１に記載の記録再生装置。
【請求項６】
　前記出力されたギャップエラー信号に応じて前記ギャップを観測する第１観測手段と、
　前記観測されたギャップに基づいて前記媒体表面と前記固体浸レンズとの相対速度を推
定する速度推定手段とを更に備え、
　前記パルス生成手段は、前記推定された相対速度が大きくなるに従って、前記減速パル
ス信号の振幅に加えて又は代えてパルス幅を大きくすることを特徴とする請求項１に記載
の記録再生装置。
【請求項７】
　前記パルス生成手段は、前記減速パルス信号を前記制御手段に出力する前に、前記固体
浸レンズが前記媒体表面に近づく相対速度を加速させる加速パルス信号を前記制御手段に
出力することを特徴とする請求項１に記載の記録再生装置。
【請求項８】
　前記パルス生成手段は、前記減速パルス信号に加えて又は代えて前記加速パルス信号の
パルス幅を、前記固体浸レンズを駆動するアクチュエータの伝達特性における高次共振周
波数の逆数である周期より長くすることを特徴とする請求項７に記載の記録再生装置。
【請求項９】
　前記減速パルス信号に加えて又は代えて前記加速パルス信号が出力されている期間、前
記メモリ出力手段の記憶内容の更新を停止する更新停止手段を更に備えることを特徴とす
る請求項７に記載の記録再生装置。
【請求項１０】
　前記固体浸レンズと前記媒体表面との相対距離を変化可能な掃引手段を更に備えること
を特徴とする請求項１に記載の記録再生装置。
【請求項１１】
　前記出力されたフォーカスエラー信号に応じて前記ギャップを観測する第２観測手段と
、
　前記観測されたギャップが規定値を下回る場合、前記固体浸レンズが前記媒体表面に近
づく相対速度を減速させる所定振幅の減速パルス信号を前記制御手段に出力する他のパル
ス生成手段と
　を更に備えることを特徴とする請求項１に記載の記録再生装置。
【請求項１２】
　ディスク状の記録媒体に光を照射する光源と、前記記録媒体の媒体表面に近接して配置
され、近接場光を生じさせる固体浸レンズと、前記照射された光の一部を前記固体浸レン
ズを介して前記媒体表面に集光する光学系と、前記光の他の一部に起因する前記固体浸レ
ンズの底部からの第１反射光に応じたギャップエラー信号を出力する第１信号生成手段と
、前記集光された光に起因する前記媒体表面からの第２反射光に応じたフォーカスエラー
信号を出力する第２信号生成手段と、を備える記録再生装置において、前記ギャップを制
御するギャップ制御方法であって、
　前記近接場光が生じる近接場領域内に前記固体浸レンズが前記媒体表面に近接した場合
、前記ギャップエラー信号を選択し、前記近接場領域外に前記固体浸レンズが前記媒体表
面に近接した場合、前記フォーカスエラー信号を選択する選択工程と、
　前記媒体表面及び前記固体浸レンズ間のギャップを制御するギャップ制御ループを流れ
る制御信号として、前記選択されたギャップエラー信号又は前記選択されたフォーカスエ
ラー信号を用いて、前記ギャップを制御する制御工程と、
　前記ギャップエラー信号が選択された第１期間、前記フォーカスエラー信号が選択され
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た第２期間、並びに、前記第１期間及び前記第２期間のうちいずれか一方からいずれか他
方へ遷移する遷移期間において、前記記録媒体の回転角度に応じて発生する前記ギャップ
の偏差に対応した補正値を算出すると共に前記算出された補正値を前記記録媒体の回転に
同期して記憶し、前記記憶された補正値を前記回転に同期して前記ギャップ制御ループを
流れる制御信号に加算するメモリ出力工程と、
　前記遷移期間において、前記固体浸レンズが前記媒体表面に近づく相対速度を減速させ
る減速パルス信号を前記制御手段に出力するパルス生成工程と、
　を備えることを特徴とするギャップ制御方法。
【請求項１３】
　コンピュータを備える装置によって実行されるギャップ制御プログラムであって、
　ディスク状の記録媒体に光を照射する光源と、前記記録媒体の媒体表面に近接して配置
され、近接場光を生じさせる固体浸レンズと、前記照射された光の一部を前記固体浸レン
ズを介して前記媒体表面に集光する光学系と、を備える記録再生装置において、
　前記光の他の一部に起因する前記固体浸レンズの底部からの第１反射光に応じたギャッ
プエラー信号を出力する第１信号生成手段と、
　前記集光された光に起因する前記媒体表面からの第２反射光に応じたフォーカスエラー
信号を出力する第２信号生成手段と、
　前記近接場光が生じる近接場領域内に前記固体浸レンズが前記媒体表面に近接した場合
、前記ギャップエラー信号を選択し、前記近接場領域外に前記固体浸レンズが前記媒体表
面に近接した場合、前記フォーカスエラー信号を選択する選択手段と、
　前記媒体表面及び前記固体浸レンズ間のギャップを制御するギャップ制御ループを流れ
る制御信号として、前記選択されたギャップエラー信号又は前記選択されたフォーカスエ
ラー信号を用いて、前記ギャップを制御する制御手段と、
　前記ギャップエラー信号が選択された第１期間、前記フォーカスエラー信号が選択され
た第２期間、並びに、前記第１期間及び前記第２期間のうちいずれか一方からいずれか他
方へ遷移する遷移期間において、前記記録媒体の回転角度に応じて発生する前記ギャップ
の偏差に対応した補正値を算出すると共に前記算出された補正値を前記記録媒体の回転に
同期して記憶し、前記記憶された補正値を前記回転に同期して前記ギャップ制御ループを
流れる制御信号に加算するメモリ出力手段と、
　前記遷移期間において、前記固体浸レンズが前記媒体表面に近づく相対速度を減速させ
る減速パルス信号を前記制御手段に出力するパルス生成手段と、として前記コンピュータ
を機能させることを特徴とするギャップ制御プログラム。
【請求項１４】
　請求項１３に記載のギャップ制御プログラムを記憶したことを特徴とする記憶媒体。
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【要約の続き】
間及び第２期間のうちいずれか一方からいずれか他方へ遷移する遷移期間において、記録媒体の回転角度に応じて発
生するギャップの偏差に対応した補正値を算出すると共に算出された補正値を記録媒体の回転に同期して記憶し、記
憶された補正値を回転に同期してギャップ制御ループを流れる制御信号に加算するメモリ出力手段（１３０、１３５
等）と、を備える。

（注）この公表は、国際事務局（ＷＩＰＯ）により国際公開された公報を基に作成したものである。なおこの公表に
係る日本語特許出願（日本語実用新案登録出願）の国際公開の効果は、特許法第１８４条の１０第１項(実用新案法 
第４８条の１３第２項）により生ずるものであり、本掲載とは関係ありません。
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